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概要 

魚種の特徴 

〔分類・形態〕 

 フグ目、フグ科に属し、学名は Takifugu rubripes。背面は暗黒色、腹面は白色で小棘が密生

している。胸鰭の後方には白く縁取られた大黒斑がある。膨張嚢に空気や水を吸い込んで体

を膨らませることができる。腹鰭、助骨、上助骨を欠く(厚生省生活衛生局乳肉衛生課 1994, 

落合･田中 1986)。 

〔分布〕 

 北海道以南の太平洋沿岸、日本海、黄海、東シナ海に分布する。トラフグ伊勢・三河湾系群

の主な生息海域は紀伊半島東岸から駿河湾沿岸域に限られる(伊藤 1997, 伊藤ほか 1999, 安

井･濱田 1996)。 

 

〔生態〕 

 寿命は 10 年程度と考えられている。成熟年齢は雄で 2 歳、雌で 3 歳である。全長 80cm 以

上に達する。本系群の産卵場は伊勢湾口沖に限られる(神谷ほか 1992, 中島 2001, 白木谷ほ

か 2002, 鈴木ほか 2021)。 

〔漁業〕 

 ふぐはえ縄漁業、小型底びき網漁業(以下、小底)により漁獲される(鈴木ほか 2021, 三重県

ほか 1998, 安井ほか 1997, 長尾ほか 1998, 中島 2004, 平井ほか 2011)。 

〔利用〕 

 高級食材として、さしみ(てっさ)、鍋(てっちり)、唐揚げ等で食される。静岡県では「遠州

灘天然とらふぐ」、三重県では「あのりふぐ」のブランド名で観光資源としても利用されてい

る(濱田 2012, 河野 2008, 松浦 2017)。 

 

資源の状態 

本系群については分布と回遊、産卵期、産卵場に関する知見が整っている。種苗の放流適

地、放流適サイズが把握されている。卵、仔稚魚の調査が実施されている。漁獲量は 1993

年漁期以降把握され、努力量については小底は 1993 年漁期以降、ふぐはえ縄は 1995 年漁期

以降の情報が整理されている。ふぐはえ縄漁業については漁船別取引記録(水揚伝票)につい

て独自調査の蓄積がある。種苗放流数は把握されており、放流種苗の混入率並びに添加効率
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把握のためイラストマー標識(2000 年漁期以降)、アリザリン・コンプレクソン(ALC)耳石標

識(2005 年漁期以降)、胸鰭切除標識(2007 年漁期以降)が施されている。定期的に収集される

漁業データに基づき資源評価が毎年実施されており、資源評価の内容は公開の場を通じて利

害関係者の諮問を受けて精緻化されている。資源水準は低位、動向は減少と判断された。 

資源評価結果を踏まえ大規模な種苗放流による加入の増加、資源管理指針・計画のもとで

の未成魚の獲り控え等が取り組まれている。評価の不確実性を考慮した管理基準値も提示し

ているが施策には反映されていない。海洋環境と RPS の関係等が調査されているが資源管理

には反映されていない。静岡県、愛知県並びに三重県の漁業者、試験研究機関、行政機関、大

学等の参加者により、持続的な漁業生産並びに儲かる漁業の実現に向けた議論を行う場を設

けている。当該海域では外国漁船との競合はない。トラフグは取扱、流通ルートが限定され

るため IUU 漁業が行われにくい。 

 

海洋環境と生態系への配慮 

 トラフグを漁獲する漁業の生態系への影響の把握に必要となる情報、モニタリングの有無

については、太平洋中区の黒潮内側域は暖流系小型浮魚類の生育場であり、動植物プランク

トン生産等については研究が進められてきた。伊勢・三河湾については生産力等に関する調

査・研究が進められてきた。海洋環境及び漁業資源に関する調査は関係県、水産研究・教育

機構の調査船によって定期的に実施されている。混獲や漁獲物組成に関する情報は漁業から

は十分得られていない。 

 同時漁獲種への影響について、混獲利用種に関しては、ふぐはえ縄は資源に影響を与える

ほど大量には漁獲されていない。小底ではマダイ、クルマエビ、かれい類、ヒラメ、スズキ、

その他のえび類、シャコ、マアナゴが混獲利用種であるがシャコ、マアナゴ、かれい類は資

源が懸念される状態であった。混獲非利用種は、ふぐはえ縄は無視しうるとした。小底はス

ナヒトデ、オカメブンブク、小型かに類、モミジガイとしたが、漁業によるリスクは低いと

考えられた。対象海域に分布する希少種のうち、コアホウドリとニホンウナギに中程度の影

響リスクが認められたが全体としては低いと考えられた。 

 食物網を通じたトラフグ漁獲の間接影響については、トラフグは毒を有する魚であるため、

捕食者はほぼ存在しないのではないかと考えられる。餌生物のうち、トラフグによる影響が

懸念される種は存在しなかった。食性類似種のうちヒラメはトラフグと餌を巡る競争の存在

を否定できなかった。漁業による生態系全体への影響については、評価対象海域で漁獲され

る魚介類の総漁獲量及びそれらの漁獲物平均栄養段階は低下傾向にあり、生態系全体に及ぼ

す影響が無視できないと推定された。 

 漁業による海底環境への影響については、対象漁業のうち小底において、その強度と規模
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の影響が中程度にあり、海底環境への負荷は無視できないと考えられた。 

 

漁業の管理 

ふぐはえ縄は海区漁業調整委員会指示により操業の禁止期間が設定され、小底は隻数制限

が設けられ、TAE (漁獲努力可能量)の設定により漁獲努力量(隻日)の上限が設定されてきた

経過がある。さらに資源管理指針に基づく自主的管理措置として休漁に取り組む等のインプ

ット・コントロールが導入されている。ただし本系群の資源状態は低位・減少傾向である。

ふぐはえ縄は、海区漁業調整委員会指示、資源管理指針により小型魚保護(体重制限)、親魚

保護のための採捕禁止区域の設定が行われている。小底についても時期により全長 25cm 以

下のトラフグの再放流が謳われておりテクニカル・コントロールが導入されている。小底で

25cm 以下の小型魚を再放流する措置は種苗放流効果を高める措置でもある。ふぐはえ縄本

体は海底環境・ほかの生態系への直接影響はないが、小底は海底環境への影響を制御する規

制は見当たらない。愛知、三重両県では漁業者自らが藻場・干潟の保護、森林の保全及び整

備等により漁場環境の改善に取り組んでいる。 

本系群は広域資源であり太平洋広域漁業調整委員会において漁業管理の検討が行われ、水

産政策審議会で TAE 設定が審議されてきた経緯があるなど、生息域をカバーする管理体制

が確立している。漁船漁業の監視・取締は関係県当局が複数の取締船により日常的に行って

いる。体長制限等については水揚げ港等での漁協職員等による監視が可能である。小底は関

係省令、各県漁業調整規則等に違反した場合、免許、許可の取り消しや懲役刑、罰金あるい

はその併科となる。ふぐはえ縄は海区漁業調整委員会指示に違反し県知事の命令にも従わな

い場合、一年以下の懲役もしくは 50 万円以下の罰金または拘留もしくは科料に処せられ

る。本系群は国、愛知県、三重県の作成する資源管理指針において、資源状況、管理目標な

ど、必要な取り組みが述べられ、目標・施策は定期的に見直されており順応的管理の仕組み

は部分的に導入されていると考えられる。 

 対象となるすべての漁業者は漁業者組織に所属しており、特定できる。ふぐはえ縄、小底

とも自主的管理措置として体長制限、休漁等に取り組んでいることから資源管理に対する漁

業者組織の影響力は強いといえる。愛知県、三重県とも漁協、漁連等が販売、加工等の事業

を行い、漁獲物のブランド化等にも取り組み、個別の漁業者では実施が困難な経営上の活動

を実施している。ふぐはえ縄、小底とも漁業者は関係する会議への出席等を通して資源の自

主的管理、公的管理に主体的に参画している。資源管理の意思決定を行う各レベルの会合に

は、それぞれ学識経験者をはじめ幅広い利害関係者が参画する仕組みが作られており、施策

の意思決定については、資源管理指針に則り、定期的に目標と管理措置の検討、見直しが協

議されている。種苗放流事業の費用負担については、関係県、漁業者間における費用負担の
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調整、負担の公平性や低減について検討が行われている。 

 

地域の持続性 

 本系群は、愛知県の小底及び愛知県・三重県のふぐはえ縄で大部分が獲られている。漁業

収入はやや低位で推移し、収益率のトレンドは高く、漁業関係資産のトレンドはやや低かっ

た。経営の安定性については、収入の安定性、漁獲量の安定性ともにやや低かった。漁業者

団体の財政状況は高かった。操業の安全性は高かった。地域雇用への貢献は高い。労働条件

の公平性については、漁業及び加工業で特段の問題はなかった。買受人は取扱数量の多寡に

応じた人数となっており、セリ取引、入札取引による競争原理は概ね働いている。取引の公

平性は確保されている。食品衛生法等により衛生管理が徹底されており、 仕向けは高級食材

である。先進技術導入と普及指導活動は概ね行われており、物流システムは整っていた。水

産業関係者の所得水準はやや低い。地域ごとに特色ある漁具漁法が残されており、地元での

料理提供が盛んになってきた。 

 

健康と安全・安心 

 トラフグは、魚介類のなかでもタンパク質含量の多い魚である。タンパク質は、筋肉等の

組織や酵素等の構成成分として重要な栄養成分のひとつである。旬は、産卵前の冬である。

この季節には身が美味しくなり、うま味と甘味があって絶品といわれる白子が大きくなる。

利用に際しての留意点は、フグ毒による食中毒防止である。提供する側は、食品衛生法及び

各都道府県の条例に従った処理や調理を行う。家庭では、自分で釣ったフグを調理する等の

素人調理は行わない、知人から譲り受けたフグは食べないなど、フグ調理の有資格者や認定

者によって処理や調理されたもの以外は食べないようにする。 
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1．資源の状態 

概要 
対象種の資源生物研究・モニタリング(1.1) 

 産卵場、着底稚魚、標識放流により分布と回遊の知見が整い、再生産に関わる海洋環境変

動の影響が検討されている。産卵期、産卵場に関する知見が整っている(1.1.1.1～1.1.1.3 平均

3.0 点)。放流適地が伊勢湾内であること、放流適サイズが全長 4〜5cm であることが把握され

ている(1.1.1.4 5 点)。産着卵調査、浮遊期仔魚調査、稚魚調査が実施されている。漁獲量は

1993 年漁期以降把握されており 2019 年漁期の漁獲量は 1993 年漁期以降で 2 番目に少ない 66

トンであった。小型底びき網漁業(以下、小底)については 1993 年漁期以降、ふぐはえ縄漁業

については 1995 年漁期以降の努力量の情報が整理されている。ふぐはえ縄漁業については漁

船別取引記録(水揚伝票)について独自調査の蓄積がある。魚価が高く産業ニーズが強いため

標本の入手が困難であり、生殖腺の計測等の詳細情報は不足している(1.1.2.1～1.1.2.4 平均

4.3 点)。人工種苗放流尾数は水産研究・教育機構(以下、水産機構)等による栽培漁業種苗生産、

入手・放流実績により得ている。放流種苗の混入率並びに添加効率を推定するために、2000

年漁期から各種標識が種苗に施されている(1.1.2.5～1.1.2.6 5 点)。定期的に収集される漁業

データに基づき資源評価が毎年実施されている。資源評価の内容は公開の場を通じて利害関

係者の諮問を受けて精緻化されている(1.1.3 5 点)。 

対象種の資源水準と資源動向(1.2) 

 資源水準は低位、動向は減少と判断された(1.2.1 1 点)。 

対象種に対する漁業の影響評価(1.3) 

 資源評価結果を踏まえ大規模な種苗放流による加入の増加、資源管理指針・計画のもとで

の未成魚の獲り控え等が取り組まれている(1.3.3.1 4 点)。評価の不確実性を考慮した管理基

準値も提示しているが施策には反映されていない(1.3.3.2 2 点)。海洋環境と RPS の関係、漁

況と海況の関係が調査されているが、資源管理には反映されていない(1.3.3.3 2 点)。関係県

のふぐはえ縄漁業者、試験・研究機関、行政機関、栽培漁業センター、水産関係団体・法人、

大学等からの参加者により、持続的な漁業生産並びに儲かる漁業の実現に向けた議論を行う

場を設けている(1.3.3.4 4 点)。産卵場に集群するトラフグを狙った遊漁が一部の海域で問題

視されているものの、当該海域では外国漁船との競合はない。毒魚であるトラフグは取り扱

い、流通ルートが限定されるため IUU 漁業が行われにくい(1.3.3.5 4 点)。 
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評価範囲 
① 評価対象魚種の漁業と海域 

 トラフグ伊勢・三河湾系群を対象とした漁業には、ふぐはえ縄漁業(静岡県、愛知県、三重

県)、小底(愛知県、三重県)及びまき網漁業(三重県)がある。小底の操業海域は、伊勢湾、三河

湾及び渥美半島外海、ふぐはえ縄漁業の操業海域は、伊勢湾口沖を中心とした遠州灘から熊

野灘にかけての海域である。まき網漁業の操業海域は三重県安乗岬の沖合であるが、2006 年

漁期以降は自主規制されている(鈴木ほか 2021, 三重県ほか 1998)。 

② 評価対象魚種の漁獲統計資料の収集 

 年齢別・月別漁業種類別の漁獲量及び努力量は、静岡県、愛知県、三重県の水産試験研究

機関より得ている。 

③ 評価対象魚種の資源評価資料の収集 

 年齢別・漁期年別漁獲尾数は、静岡県、愛知県、三重県による漁場別漁獲状況調査、主要市

場での魚体測定による生物情報収集調査より得ている。 

④ 評価対象魚種を対象とする調査モニタリング活動に関する資料の収集 

 新規加入量調査、標本船調査、漁場別漁獲状況調査、生物情報収集調査を計画している時

期、海域、データ種類、手法等を、各県担当機関より年度当初に収集し調査指針として整理

している。 

⑤ 評価対象魚種の生理生態に関する情報の集約 

 養殖も盛んに行われていることから、成魚の成熟、仔稚魚の発育、性分化に関する研究等

が進められている。TTX による毒化機構、遺伝子に関する研究蓄積も豊富である(中田 2002, 

藤田 1988, 鈴木ほか 1995, 松浦ほか 1994, Taga and Yamashita 2011, Aparicio et al. 2002, Kai et 

al. 2005)。 

⑥ 評価対象魚種に関する種苗放流事業の有無 

  



 
 

8

1.1 対象種の資源生物研究・モニタリング 

1.1.1 生物学的情報の把握 

 資源の管理や調査を実行するためには生活史や生態など、対象魚種の生物に関する基本的

情報が不可欠である(田中 1998)。対象魚種の資源状況を 1.2 以降で評価するために必要な、

生理生態情報が十分蓄積されているかどうかを、1.1.1.1～1.1.1.4 の 4 項目について評価する。

評価対象となる情報は、① 分布と回遊、② 年齢・成長・寿命、③ 成熟と産卵の各項目とす

る。種苗放流を実施している魚種については、④ 種苗放流に必要な基礎情報も対象とする。

個別に採点した結果を単純平均して総合得点を算出する。 

1.1.1.1 分布と回遊 

 産卵場、着底稚魚、標識放流による分布と回遊の知見が整っている。再生産に関わる海洋

環境変動の影響が検討されている(伊藤 1997, 伊藤ほか 1999, 神谷ほか 1992, 中島 2001, 

中島ほか 2008, 2010, 岡田ほか 2015, 白木谷ほか 2002, 安井・濱田 1996)。以上より 4 点を

配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用でき

る情報は

ない 

生活史の一部のステ

ージにおいて、把握

され、十分ではない

が、いくつかの情報

が利用できる 

生活史のほぼ

全てのステー

ジにおいて把

握され、資源

評価に必要な

低限の情報

がある 

生活史の一部のス

テージにおいて、

環境要因による変

化なども含め詳細

に把握され、精度

の高い情報が利用

できる 

生活史のほぼ全てのステ

ージにおいて、環境要因

などによる変化も詳細に

含め把握され、精度の高

い十分な情報が利用でき

る 

 

1.1.1.2 年齢・成長・寿命 

 年齢査定の形質並びに査定方法が確立されていない(上田ほか 2010)。以上より 2 点を配点

する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用でき

る情報は

ない 

対象海域以外

など十分では

ないが、いく

つかの情報が

利用できる 

対象海域においてある

程度把握され、資源評

価に必要な 低限の情

報が利用できる 

対象海域にお

いてほぼ把握

され、精度の

高い情報が利

用できる 

対象海域において環境要

因などの影響も含め詳細

に把握され、精度の高い

十分な情報が利用できる 

 

1.1.1.3 成熟と産卵 

 産卵期、産卵場に関する知見が整っている。成熟年齢は雄で 2 歳、雌で 3 歳である。本系

群の産卵場は伊勢湾口沖に限られる(神谷ほか 1992, 中島 2001, 白木谷ほか 2002, 鈴木ほか 

2021)。以上より 3 点を配点する。 
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1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情

報はない 

対象海域以外

など十分では

ないが、いく

つかの情報が

利用できる 

対象海域において

ある程度把握さ

れ、資源評価に必

要な 低限の情報

が利用できる 

対象海域におい

てほぼ把握さ

れ、精度の高い

情報が利用でき

る 

対象海域において環境

要因などの影響も含め

詳細に把握され、精度

の高い十分な情報が利

用できる 

 

1.1.1.4 種苗放流に必要な基礎情報 

 放流適地が伊勢湾内であること、放流適サイズが全長 4〜5cm であることが調査・研究によ

って把握されている(平井ほか 2011, Nakajima et al. 2008)。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

把握され

ていない 

データはあ

るが分析さ

れていない 

適正放流数、放流適

地、放流サイズ等の利

用できる情報があり分

析が進められている 

適正放流数、放流

適地、放流サイズ

は経験的に把握さ

れている 

適正放流数、放流適地、

放流サイズは調査・研究

によって把握されている 

 

1.1.2 モニタリングの実施体制 

 資源生物学的情報を収集するためのモニタリング調査によって、対象魚種の把握並びに資

源管理の実施に必要な多数の有益な情報を得ることができる。モニタリング体制としての項

目並びに期間について、1.1.2.1～1.1.2.6 の 6 項目において資源評価の実施に必要な情報が整

備されているかを評価する。評価対象となる情報は、① 科学的調査、② 漁獲量の把握、③ 

漁獲実態調査、④ 水揚物の生物調査、である。種苗放流を実施している魚種については、⑤ 

種苗放流実績の把握、⑥ 天然魚と人工種苗の識別状況、についても対象とする。個別に採点

した結果を単純平均して総合得点を算出する。ここでいう期間の長短とは、動向判断に必要

な 5 年間または、3 世代時間(IUCN 2019)を目安とする。 

1.1.2.1 科学的調査 

 卵稚仔の調査手法が開発されている。ソリネットによる産着卵調査、ボンゴネットによる

浮遊期仔魚調査、砕波帯ネットによる稚魚調査が定期、不定期に実施されている(神谷ほか

1992, 中島 2001, 中島ほか 2008, 岡田ほか 2015, 白木谷ほか 2002)。以上より 3 点を配点す

る。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報

はない 

資源評価に必要

な短期間のいく

つかの情報が利

用できる 

資源評価に必要

な短期間の十分

な情報が利用で

きる 

資源評価に必要

な長期間のいく

つかの情報が利

用できる 

資源評価に必要な長

期間の十分な情報が

利用できる 
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1.1.2.2 漁獲量の把握 

 本系群の漁獲量は、不定期に発生する卓越年級群の影響により大きな変動を示す。図 1.1.2.2

に示したように 1993 年漁期の漁獲量は約 300 トンであったが、2001 年級群が卓越年級群で

あったことにともなって、2002 年漁期の漁獲量は 500 トンを上回る豊漁となった。しかし、

2003～2004 年級群の加入が非常に少なかったため、それらの年級群が漁獲の主体となった

2005 年漁期の漁獲量は 100 トンを下回った。その後、2005～2008 年級群が中規模で加入した

ため資源状態は好転し、2006～2009 年漁期には 200 トン前後の安定した漁獲が続いた。しか

し、2010 年漁期以降は 100 トン前後の不漁が続き、2019 年漁期の漁獲量は 1993 年漁期以降

で 2 番目に少ない 66 トンとなった(鈴木ほか 2021)。以上より 5 点を配点する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.1.2.2 漁獲量の推移 

 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁獲量は不

明である 

一部の漁獲量

が短期間把握

できている 

一部の漁獲量が長期間把握

できているが、総漁獲量に

ついては把握できていない 

総漁獲量が短

期間把握でき

ている 

総漁獲量が長期

間把握できてい

る 

 

1.1.2.3 漁獲実態調査 

 小底については 1993 年漁期以降、ふぐはえ縄漁業については 1995 年漁期以降の努力量の

情報が整理されている。ふぐはえ縄漁業については漁船別取引記録(水揚伝票)について独自

調査の蓄積がある。三重県における小底の延べ操業隻日は 2001 年漁期には 1,000 隻日を超え

ていたが、資源回復計画がスタートした 2002 年漁期以降は漸減し、2007 年漁期以降は 500 隻

日以下に抑制されている。また、当該漁業における 0 歳魚漁獲量は、2001 年漁期には 9 トン

であったが、資源回復計画の実施にともない急減し、2002 年漁期以降は 2 トン以下に減少し

ている。2019 年漁期の三重県における小底の延べ操業隻日は 175 隻日、0 歳魚漁獲量は 0.2 ト
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ンであった。 

東海 3 県におけるふぐはえ縄漁業の漁獲努力量(延べ操業隻日)は、2000 年漁期の 12 千隻日

をピークとして徐々に削減される傾向にあり(図 1.1.2.3)、2011 年漁期以降は 4 千隻日以下

で推移している。近年における漁獲量の減少並びに魚価安傾向を勘案して、漁業者による自

主的な努力量の抑制がさらに進められており、2019 年漁期の延べ操業隻日は 1,845 隻日であ

った(鈴木ほか 2021)。以上より 5 点を配点する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.1.2.3 ふぐ

はえ縄漁業の東海

3県合計操業隻日

（隻日） 

 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報

はない 

分布域の一部に

ついて短期間の

情報が利用でき

る 

分布域の全体を

把握できる短期

間の情報が利用

できる 

分布域の一部に

ついて長期間の

情報が利用でき

る 

分布域の全体を把

握できる長期間の

情報が利用できる 

 

1.1.2.4 水揚物の生物調査 

 魚価が高く産業ニーズが大きいため標本の入手が困難であり、生殖腺の計測等の詳細情報

は不足している(鈴木ほか 2021)。以上より 4 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用でき

る情報は

ない 

分布域の一部につ

いて短期間の情報

が利用できる 

分布域の全体を把

握できる短期間の

情報が利用できる 

分布域の一部につ

いて長期間の情報

が利用できる 

分布域の全体を把

握できる長期間の

情報が利用できる 

 

1.1.2.5 種苗放流実績の把握 

 人工種苗放流尾数は、水産機構等による栽培漁業種苗生産、入手・放流実績により得てい

る(水産庁･日本栽培漁業協会 1993～2001, 水産庁･水産総合研究センター 2002, 水産庁・水

産総合研究センター・全国豊かな海づくり推進協会 2003～2010, 水産総合研究センター 2011

～2014, 水産研究・教育機構 2015～2017)。以上より 5 点を配点する。 

0
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合
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1点 2点 3点 4点 5点 

放流実績

等の記録

はほとん

どない 

. 一部の項目、地

域、時期について

は、放流実績等が

記録されていない 

親魚の由来、親魚数、

放流数、放流サイズ、

放流場所の大部分は継

続的に記録されている 

対象資源について、親魚の由

来、親魚数、放流数、放流サ

イズ、放流場所が全て把握さ

れ継続的に記録されている 

 

1.1.2.6 天然魚と人工種苗の識別状況 

 放流種苗の混入率並びに添加効率を推定するために、2000 年漁期からはイラストマー標識、

2005 年漁期からはアリザリン・コンプレクソン(ALC)耳石標識、2007 年漁期からは胸鰭切除

標識が種苗に施されている。なお、イラストマー標識及び胸鰭切除標識は市場調査法により、

ALC 耳石標識は漁獲物の買取調査及び耳石のみを加工場や旅館から回収する方法により確認

している(松村 2001, 2005, 大河内ほか 2006, 鈴木ほか 2008, 2020)。以上より 5 点を配点す

る。 

1点 2点 3点 4点 5点 

天然魚と放流魚の識別

が出来ない状態である 

. 標識等により人工種苗

と天然種苗の識別が可

能である 

. 標識等により人工種苗の放流履

歴(年、場所等)まで把握可能で

ある 

 

1.1.3 資源評価の方法と評価の客観性 

 資源評価は、漁業が与える影響により漁獲生物資源がどのように変化したかを把握し、ま

た、将来の動向を予測するため、漁獲統計資料や各種の調査情報を収集解析することであり、

資源(漁業)管理のための情報として非常に重要である(松宮 1996)。資源評価方法、資源評価結

果の客観性を 1.1.3.1、1.1.3.2 の 2 項目で評価する。 

1.1.3.1 資源評価の方法 

 1993 年漁期以降の 0 歳魚、1 歳魚、2 歳魚および 3 歳魚以上をプラスグループとした年齢

別漁獲尾数をもとに資源量指標値を考慮したコホート解析により計算した。1995 年漁期以降

のふぐはえ縄漁業の月別延べ出漁隻日および 1 歳魚月別漁獲尾数から DeLury 法により 1 歳

魚初期資源尾数を資源量指標値として算出してチューニングを行った。自然死亡係数（M）を

0.25 と仮定した(鈴木ほか 2021, Nishijima et al.2019)。以上より評価手法①により判定し、5 点

を配点する。 
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評価

手法 

1点 2点 3点 4点 5点 

① . . . 単純な現存量

推定の経年変

化により評価 

努力量情報を加える

など詳細に解析した

現存量推定の経年変

化により評価 

② . . 単純なCPUEの

経年変化によ

り評価 

標準化を行うな

ど詳細に解析し

たCPUEの経年変

化により評価 

. 

③ . 一部の水揚げ地の

漁獲量経年変化の

みから評価また

は、限定的な情報

に基づく評価 

漁獲量全体の

経年変化から

評価または、

限定的な情報

に基づく評価 

. . 

④ . . . 分布域の一部で

の調査に基づき

資源評価が実施

されている 

分布域全体での調査

に基づき資源評価が

実施されている 

⑤ 資源評価無 . . . . 

 

1.1.3.2 資源評価の客観性 

 水産庁の我が国周辺水域漁業資源評価等推進事業の参画機関である、水産機構及び県の水

産試験研究機関等には解析及びデータを資源評価検討の場であるブロック資源評価会議前に

公開している。資源評価の翌年度までにデータを含め、水産庁のホームページにて公開して

いる。報告書作成過程では、複数の有識者による助言協力を仰ぎ、有識者の意見にそった修

正がブロックの資源評価会議でなされる。本系群は中央ブロック資源評価会議でその資源評

価案が議論される。資源評価への関心が高まっていることを踏まえ、本会議は公開し一般傍

聴を受け付けている。データや検討の場が公開されており、資源評価手法並びに結果につい

ては外部査読が行われている。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

データや検討の場が

非公開であり、報告

書等の査読も行われ

ていない 

. データや検討の場が条件付

き公開であり、資源評価手

法並びに結果については内

部査読が行われている 

. データや検討の場が公開され

ており、資源評価手法並びに

結果については外部査読が行

われている 

 

1.1.4 種苗放流効果 

 第 7 次栽培漁業基本方針(水産庁 2017)によれば、放流種苗を成長後にすべて漁獲すること

を前提に放流を継続する従来の取り組みではなく、栽培漁業が沿岸資源の維持及び回復に確

実に寄与するよう親魚を獲り残して再生産を確保する資源造成型栽培漁業を推進することが

謳われている。ここでは従来の一代回収型としての栽培漁業(1.1.4.1)、及び資源造成型として
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の栽培漁業の効果(1.1.4.2)について評価を行う。あわせて天然資源への影響(北田 2001)につい

ても評価を行う(1.1.4.3)。 

1.1.4.1 漁業生産面での効果把握 

 近い将来の漁獲量を増加させるためには、漁獲係数の調整のみでは効果が現れにくく、放

流尾数の増加と連携した取り組みが効果的であった。また、種苗放流と漁獲管理の費用配分

を約 2：1 の比率で進めることで、より経済的かつ効率的に近い将来の漁獲量を増加させるこ

とができると考えられた(阿知波 2003, 鈴木ほか 2017, 2021)。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

混入率、回収

率は調査され

ていない 

. 一定期間混入率、または回収

率が調査されているが、放流

効果は顕著とはいえない 

. 一定期間以上混入率または回収率

が調査されており、放流効果が顕

著に認められる 

 

1.1.4.2 資源造成面での効果把握 

 近い将来の資源量は、放流尾数の増加並びに漁獲係数の低下にともない増加するという関

係にあった。また、近い将来の資源量の増加の程度は、漁獲係数を低下させることに従い放

流尾数を増加させる効果が次第に高まるという関係にあった。種苗放流と漁獲管理の費用配

分を約 1：2 の比率で進めることで、経済的かつ効率的に近い将来の資源量を増加させること

ができると考えられた(鈴木ほか 2017, 2021)。以上より 4 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁獲物中に人工種苗

が成長し親魚になっ

た個体は見られない 

. 漁獲物中に人工種苗

が成長し親魚になっ

た個体が時々見られ

る 

漁獲物中に人工種苗

が成長し親魚になっ

た個体が常に見られ

る 

人工種苗が再生産に

寄与していることが

確認されている 

 

1.1.4.3 天然資源に対する影響 

 本系群の毎年の天然加入の豊度は、天然稚魚が砂浜海岸に着底する 5 月下旬〜6 月中旬に

は、ほぼ確定していた。トラフグ人工種苗の放流時期は天然稚魚の着底期以降であることか

ら、天然資源の加入に対する影響は少ないと考えられる(鈴木ほか 2015)。以上より 1 点を配

点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

放流魚による天然資

源の置き換えについ

て調査されていない 

放流魚による天然資源の

置き換えについて調査

し、発生が疑われている 

. . 放流魚による天然資源の置き換

えについて調査し、発生してい

ないことが確認されている 
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1.2 対象種の資源水準と資源動向 

1.2.1 対象種の資源水準と資源動向 

 資源水準は資源量が推定されている過去 27 年間において 大となった 2002 年漁期の 806

トンを基準に 0～806 トンを三等分し、上位から高位、中位、低位とした(図 1.2.1)。2019 年漁

期の資源量は 127 トンと推定され、低位の水準に区分された。動向は 近 5 年間(2015～2019

年漁期)の資源量の推移から減少と判断した(鈴木ほか 2021)。以上より評価手法②により判定

し、1 点を配点する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.2.1 資源量

及び漁獲割合の推

移 

 

評価

手法 

1点 2点 3点 4点 5点 

① 限界管理基準値

以下 

目標管理基準値

～限界管理基準

値・減少 

目標管理基準値

～限界管理基準

値・横ばい 

目標管理基準値

～限界管理基準

値・増加 

目標管理基準値

以上 

② 低位・減少 

低位・横ばい 

判定不能、不明 

低位・増加 

中位・減少 

中位・横ばい 高位・減少 

中位・増加 

高位・増加 

高位・横ばい 

 

1.3 対象種に対する漁業の影響評価 

1.3.1 現状の漁獲圧が対象資源の持続的生産に及ぼす影響 

 令和 2 年度資源評価における現状の漁獲係数(Fcurrent=Fave2017-2019)は 0.66 であり、管理

基準として提案する F20%SPR(F=0.34)及び 0.8F20%SPR(F=0.27)の約 2 倍に相当する高い値で

あり、算定された ABC に則した漁獲努力量の削減が早急に必要である(鈴木ほか 2021)。Blimit

は設定されていないが資源水準は低位である。以上の漁獲圧と資源の現状から評価手法②に

より判定し、1 点を配点する。 
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評価

手法 

1点 2点 3点 4点 5点 

① SBcur ≦ SBtarget 
Fcur ＞ Fmsy 

. SBcur ＞ SBtarget 
Fcur ＞ Fmsy または 
SBcur ≦ SBtarget 
Fcur ≦ Fmsy 

. SBcur ＞ SBtarget 
Fcur ≦ Fmsy 

② Bcur ≦ Blimit 
Fcur ＞ Flimit 

. Bcur ＞ Blimit 
Fcur ＞ Flimit または 
Bcur ≦ Blimit 
Fcur ≦ Flimit 

. Bcur ＞ Blimit 
Fcur ≦ Flimit 

③ Ccur ＞ ABC . . Ccur ≦ ABC . 

④ 漁業の影響が大きい . 漁業の影響が小さい . . 

⑤ 不明、判定不能 . . . . 

 

1.3.2 現状漁獲圧での資源枯渇リスク 

 大規模な種苗放流により一定量の加入が保障されていることから、資源枯渇のリスクは低

い(図 1.3.2)。以上より評価手法②により判定し、4 点を配点する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.3.2 Ftarget(0.8F20%SPR、
0.42Fcurrentに相当)、
Flimit(F20%SPR、0.52Fcurrentに相

当)、及びFcurrent(Fave2017-2019、
F7%SPRに相当)で管理した場合の

漁獲量、資源量及び親魚量の動向

予測 
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評価

手法 

1点 2点 3点 4点 5点 

① 資源枯渇リスク

が高いと判断さ

れる 

. 資源枯渇リスク

が中程度と判断

される 

. 資源枯渇リスク

がほとんど無い

と判断される 

②③ 資源枯渇リスク

が高いと判断さ

れる 

資源枯渇リスク

が中程度と判断

される 

. 資源枯渇リスク

が低いと判断さ

れる 

. 

④ 判定していない . . . . 

 

1.3.3 資源評価結果の漁業管理への反映 

 資源評価は、それ自体が 終的な目的ではなく、資源管理、漁業管理のための情報を増大

させる一環として位置づけられる(松宮 1996)。漁業管理方策策定における資源評価結果の反

映状況を、規則と手続きの視点から評価する。 

1.3.3.1 漁業管理方策の有無 

 2020 年度は資源水準を低位と判断したことから、親魚量を増加させることを管理目標とし

て F20%SPR を適用した。本系群は栽培漁業の対象であり、大規模な種苗放流により一定量の

加入が親魚量によらず保障されており、提案する管理基準による漁獲圧削減によって親魚量

の十分な回復が期待できると考えられる。資源状態に応じ資源管理指針・計画のもとで未成

魚の獲り控え等が取り組まれている(三重県ほか 1998, 鈴木ほか 2021)。以上より 4 点を配点

する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁獲制御

規則はな

い 

漁獲制御規則があ

るが、漁業管理に

は反映されていな

い 

. 漁獲制御規則があり、

その一部は漁業管理に

反映されている 

漁獲制御規則があり、漁業管理に

十分反映されている。若しくは資

源状態が良好なため管理方策は管

理に反映されていない 

 

1.3.3.2 予防的措置の有無 

 資源変動の可能性やデータ誤差に起因する評価の不確実性を考慮し、管理基準のもとでよ

り安定的な資源の増大または維持が期待される F 値による漁獲量(ABCTarget)を提示している

(鈴木ほか 2021)。以上より 2 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

予防的措置が

考慮されてい

ない 

予防的措置は考慮され

ているが、漁業管理に

は反映されていない 

. 予防的措置は考慮されて

おり、その一部は漁業管

理に十反映されている 

予防的措置が考慮され

ており、漁業管理に十

分反映されている 
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1.3.3.3 環境変化が及ぼす影響の考慮 

 海洋環境と RPS の関係が調査されている。ふぐはえ縄漁況と海況の関係が調査されている。

調査は限定的であり、資源管理には反映されていない(青木ほか 2016, 岡田 2020, 鈴木ほか

2015)。以上より 2 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

環境変化の影

響について

は、調べられ

ていない 

環境変化の影響が

存在すると思われ

るが、情報は得ら

れていない 

環境変化の影響

が把握されてい

るが、現在は考

慮されていない 

環境変化の影響

が把握され、一

応考慮されてい

る 

環境変化の影響が把握

され、十分に考慮され

ている 

 

1.3.3.4 漁業管理方策の策定 

 資源評価に応じた漁業管理方策は策定されていないが、静岡県、愛知県並びに三重県のふ

ぐはえ縄漁業者、水産試験研究機関、行政機関、栽培漁業センター、水産関係団体・法人、大

学等のさまざまな立場からの参加者により、持続的な漁業生産並びに儲かる漁業の実現に向

けた議論を行う場を設けている(太平洋中海域トラフグ研究会(トラフグ伊勢・三河湾系群資

源評価担当者協議会 2019))。以上より 4 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

外部専門家や利害関係者の意

見は全く取り入れられていな

い、または、資源評価結果は

漁業管理へ反映されていない 

. 内部関係者の

検討により、

策定されてい

る 

外部専門家

を含めた検

討の場があ

る 

外部専門家や利害関係

者を含めた検討の場が

機能している 

 

1.3.3.5 漁業管理方策への遊漁、外国漁船、IUU 漁業などの考慮 

 産卵場に集群するトラフグを狙った遊漁が一部の海域で問題視されている。当該海域では

外国漁船との競合はない。毒魚であるトラフグは取り扱い、流通ルートが限定されるため、

IUU 漁業が行われにくい流通構造にある。以上より 4 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

遊漁、外国

漁船、IUUな

どの漁獲の

影響は考慮

されていな

い 

遊漁、外国漁

船、IUU漁業に

よる漁獲を考慮

した漁業管理方

策の提案に向け

た努力がなされ

ている 

遊漁、外国漁船、

IUU漁業による漁

獲を考慮する必要

があり、一部に考

慮した漁業管理方

策の提案がなされ

ている 

遊漁、外国漁船、IUU

漁業による漁獲を殆

ど考慮する必要がな

いか、もしくは十分

に考慮した漁業管理

方策の提案がなされ

ている 

遊漁、外国漁船、

IUU漁業による漁獲

を考慮する必要が

ないか、もしくは

完全に考慮した漁

業管理方策の提案

がなされている 
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2．海洋環境と生態系への配慮 

概要 

操業域の環境・生態系情報、科学調査、モニタリング(2.1) 

 太平洋中区の黒潮内側域は暖流系小型浮魚類の生育場であり、当該海域の動植物プランク

トン生産等については研究が進められてきた。伊勢・三河湾については生産力等に関する調

査・研究が進められてきた(2.1.1 4 点)。海洋環境及び漁業資源に関する調査が関係県、水

産研究・教育機構(以下、水産機構)の調査船によって定期的に実施されている(2.1.2 4 点)。

漁業種類別・魚種別漁獲量等は調査され公表されているが混獲や漁獲物組成に関する情報は

十分得られていない(2.1.3 3 点)。 

同時漁獲種(2.2) 

ふぐはえ縄の混獲利用種は資源に影響を与えるほど大量には漁獲されていない。小型底び

き網漁業(以下、小底)ではマダイ、クルマエビ、かれい類、ヒラメ、スズキ、その他のえび類

(サルエビ、ヨシエビ等)、シャコ、マアナゴが混獲利用種と考えられたが、シャコ、マアナ

ゴ、かれい類は資源が懸念される状態であった(2.2.1 はえ縄 4 点、小底 2 点、総合 3 点)。 

混獲非利用種は、ふぐはえ縄は漁法の選択性が比較的高いためなしとした。小底はスナヒ

トデ、オカメブンブク、小型かに類、モミジガイとしたが、漁業によるリスクは低いと考え

られた(2.2.2 はえ縄 4 点、小底 4 点、総合評価 4 点)。 

希少種への影響については、コアホウドリとニホンウナギに中程度の懸念が認められたが、

全体としては低かった(2.2.3 はえ縄 4 点、小底 4 点、総合評価 4 点)。 

生態系・環境(2.3) 

トラフグは毒を有する魚であるため、これを餌としている海洋生物はほぼ存在しないので

はないかと考えられる(2.3.1.1 5 点)。餌生物のうちマイワシ、カタクチイワシはトラフグ

に比して桁違いに資源量が多く捕食による影響は無視しうるであろう。その他のえび類の資

源状態は懸念される状態ではなかった(2.3.1.2 4 点)。トラフグと食性が類似する種のうち、

スズキ、マアナゴはトラフグと同様減少傾向であるが高水準のヒラメは資源量でトラフグと

弱い負の相関が見られ、餌を巡る競争の影響を否定できなかった(2.3.1.3 3 点)。 

漁業による生態系全体への影響については、評価対象海域で漁獲される魚介類の総漁獲量

及びそれらの漁獲物平均栄養段階は低下傾向にあり、生態系全体に及ぼす影響が無視できな

いと推定された(2.3.2 3 点)。 

漁業による海底環境への影響について、ふぐはえ縄漁業の影響は軽微であった。小底では、

その規模と強度の影響は中程度であり、海底環境への影響を完全に無視することは難しい

(2.3.4 はえ縄 5 点、小底 3 点、総合 4 点)。 
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評価範囲 

① 評価対象漁業の特定 

鈴木ほか(2021)によれば、2019 年漁期(4 月～翌年 3 月)のトラフグ伊勢・三河湾系群の漁法

別漁獲量は、総漁獲量が 66 トンであるのに対し、ふぐはえ縄 47.8 トン(73%)、小底 17.8 トン

(27%)である。そのため評価対象漁業はふぐはえ縄、小底とする。 

② 評価対象海域の特定 

本系群の分布域は紀伊半島東岸から駿河湾沿岸域である(鈴木ほか 2021)。このため評価対

象海域は太平洋中区、とりわけ静岡県、愛知県、三重県の 3 県沿岸域とする。 

③ 評価対象漁業と生態系に関する情報の集約と記述 

1) 漁具、漁法 

・ふぐはえ縄：浮はえ縄と底はえ縄があるが、当該海域では浮きはえ縄は禁止されている(愛

知県 2020, 三重県 2020)。底はえ縄は浮標縄の長さは水深の 1.5～2 倍、針の数は 50～70 本

である。一鉢分の長さは 250～400m で、一度の操業で 50～80 鉢を使用する(金田 2005)。 

・小底：手繰 1 種、2 種、3 種及び板びきの 4 漁法がある。手繰 1 種は網口開口装置を有しな

い“かけまわし”、手繰 2 種、3 種、板びきは開口装置としてビーム、桁及びオッターボードを

有する(東海 1993)。 

2) 船サイズ、操業隻数、総努力量 

・ふぐはえ縄：2019 年漁期の県別操業隻日は以下のとおりである(鈴木ほか 2021)。 

 静岡県：760、愛知県：675、三重県：410。 

・小底：2004 年の漁船規模、許可隻数は以下のとおりである(水産庁 2007)。 

 愛知県(伊勢湾)15 トン未満、232 隻。 

愛知県(三河湾)10 トン未満、269 隻。 

愛知県(伊勢湾・三河湾の一部)6 トン未満、251 隻。 

三重県 10 トン未満、251 隻。 

3) 主要魚種の年間漁獲量 

2019 年農林水産統計による、静岡県、愛知県、三重県の漁獲量上位の魚種は以下に示す

とおりである。ただし外洋性が強いと考えられるまぐろ類、かじき類、かつお類、さめ類は

除外した。 

魚種名 漁獲量(トン) 率(％) 
さば類 90,270 37.1 

マイワシ 59,125 24.3 

カタクチイワシ 29,091 12.0 

しらす 17,283 7.1 
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その他の海藻類 7,261 3.0 

その他の貝類 6,713 2.8 

あさり類 4,785 2.0 

3県総計 242,988   

多獲性の小型浮魚類が上位で、内湾性の海藻類、貝類が続いている。 

 

4) 操業範囲：対象海域における操業範囲、水深範囲 

・ふぐはえ縄：太平洋中区。遠州灘～熊野灘(鈴木ほか 2021)。 

・小底：伊勢・三河湾、渥美半島外海(鈴木ほか 2021)。 

5) 操業の時空間分布 

・ふぐはえ縄：10 月～翌年 2 月(静岡県水産･海洋技術研究所 2020, 愛知県 2020)。 

・小底：三重県、愛知県の伊勢湾は周年操業。愛知県の三河湾、伊勢・三河湾の一部(6 トン

未満船)は操業期間が 3～12 月。トラフグについては、伊勢湾、及び外海は 9～10 月、三河

湾では 9 月いっぱいは全長 25cm 以下は再放流する(水産庁 2007)。 

6) 同時漁獲種 

・ふぐはえ縄：2019 年農林水産統計による静岡県、愛知県、三重県における「その他のはえ

縄」の漁獲量上位の魚種は以下に示すとおりである。 

  漁獲量(トン) 率(％) 

ふぐ類 76 60.8 

あまだい類 6 4.8 

キダイ 3 2.4 

3県総計 125  

阿知波(2006)によれば、遠州灘西部海域での底はえ縄の漁獲物はトラフグがほとんどで、サバ

フグ、シマフグ等のふぐ類も揚げられていた。 

・小底：2019 年農林水産統計による愛知県、三重県における小底の漁獲量上位の魚種は以下

に示すとおりである。 
 

漁獲量(トン) 率(％) 

その他の貝類 4,003 43.2 
マダイ 543 5.9 
その他のいか類 436 4.7 
たこ類 385 4.2 
その他のえび類 359 3.9 
がざみ類 352 3.8 
アサリ 317 3.4 
スズキ 294 3.2 
愛知･三重総計 9,258  

船越(2008)によれば、伊勢湾の小底(まめ板)での主な漁獲種は、2005 年ではスズキ(19.2％)、

サルエビ(13.5％)、シャコ(13.1％)、マアナゴ(10.4％)、いか類(3.6％)、アジ(3.3％)等である。
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阿知波(2006)によれば小底による遠州灘西部海域での漁獲物はクルマエビ等のえび類、かれい

類、ヒラメ等と、ふぐ類はトラフグを中心にサバフグ、ヨリトフグ、伊勢湾・三河湾ではクル

マエビ、ヨシエビ等のえび類、かれい類、シャコ、マアナゴ等とふぐ類はトラフグを中心に

サバフグ、ヒガンフグ、コモンフグ等であった。 

 

混獲非利用種 

・ふぐはえ縄：漁具の選択制が高いため混獲種は少ないと思われる。 

・小底：中村(2011)によれば、まめ板での未利用生物は、スナヒトデ(45％)、オカメブンブク

(23％)、小型カニ(15％)、モミジガイ(13％)、ヒトデ(4％)等である。 

7) 希少種 

環境省レッドデータブックを根拠とした。環境省による 2020 年レッドデータブック掲種

の中で、生息環境が評価対象海域と重複する動物は以下のとおりである(環境省 2020a)。 

 

魚類  ニホンウナギ(EN) 

爬虫類 アカウミガメ(EN)、アオウミガメ(VU) 

鳥類 

アカアシシギ(VU)、カラフトアオアシシギ(CR)、クロツラヘラサギ(EN)、シロチドリ

(VU)、ズグロカモメ(VU)、ヘラシギ(CR)、ホウロクシギ(VU)、オオアジサシ(VU)、コ

アジサシ(VU)、ヒメウ(EN)、ヒメクロウミツバメ(VU)、セグロミズナギドリ(EN)、ア

ホウドリ(VU)、コアホウドリ(EN) 

④ 評価対象魚種に関する種苗放流事業の有無 
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2.1 操業域の環境・生態系情報、科学調査、モニタリング 

2.1.1 基盤情報の蓄積 

評価対象水域である太平洋中区の黒潮内側域は暖流系小型浮魚類の生育場であり、当該海

域の動植物プランクトン生産等については水産機構によって研究が進められてきた(中田 

1997)。伊勢・三河湾については重要な漁場であることから生産力等に関する調査・研究が進

められてきた(愛知県水産試験場漁業生産研究所ほか 2000 等)。したがって 4 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報は

ない 

 部分的だが利

用できる情報

がある 

リスクベース評価

を実施できる情報

がある 

現場観測による時系列データや生

態系モデルに基づく評価を実施で

きるだけの情報が揃っている 

 

2.1.2 科学調査の実施 

当該海域では生態系モデリングに関する研究は未着手であるが、海洋環境及び漁業資源に

関する調査が愛知県、三重県、水産機構の調査船によって定期的に実施され、水温、塩分等

の海洋環境の変動が把握されている(静岡県水産･海洋技術研究所 2021, 愛知県 2021a, 三

重県 2021, 日下ほか 2018)。したがって 4 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

科学調査は

実施されて

いない 

 海洋環境や生態系につい

て部分的・不定期的に調

査が実施されている 

海洋環境や生態系に関

する一通りの調査が定

期的に実施されている 

海洋環境モニタリングや生

態系モデリングに応用可能

な調査が継続されている 

 

2.1.3 漁業活動を通じたモニタリング 

統計法に則り行政機関により県別・漁業種類別・魚種別漁獲量等は調査され公表されてい

る。しかしこれだけでは混獲や漁獲物組成に関する情報は十分得られていないため 3 点とす

る。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁業活動から

情報は収集さ

れていない 

 混獲や漁獲物組成等

について部分的な情

報を収集可能である 

混獲や漁獲物組成等

に関して代表性のあ

る一通りの情報を収

集可能である 

漁業を通じて海洋環境や生

態系の状態をモニタリング

できる体制があり、順応的

管理に応用可能である 

 

2.2 同時漁獲種 

2.2.1 混獲利用種 

・ふぐはえ縄 

 評価範囲③ 6)で見たとおり、農林水産統計では静岡、愛知、三重 3 県の「その他のはえ縄」
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の漁獲物はふぐ類のほかはあまだい類とキダイが挙げられるが、アマダイのはえ縄はふぐは

え縄より針が小さい(金田 2005)。また、その他のはえ縄の総漁獲量に対してあまだい類とキ

ダイの漁獲量は少ないため無視することとする。同じく③ 6)に上げたサバフグ、シマフグ等

のふぐ類も漁獲量はわずかと解釈できるため無視する。このため混獲種はそれぞれの資源に

影響を与えるほど大量には漁獲されていないと考え 4 点とする。 

・小底 

 評価範囲③ 6)で示した農林水産統計での多獲種のうち総漁獲量の 5％を超えるのは、貝類

は貝桁網と考えられるため除外するとマダイである。既往の文献からは遠州灘ではクルマエ

ビ、かれい類、ヒラメ(阿知波 2006)、伊勢・三河湾ではスズキ、サルエビ、シャコ、マアナ

ゴ(船越 2008)、クルマエビ、ヨシエビ、かれい類、シャコ、マアナゴ(阿知波 2006)が混獲

利用種として挙げられる。以上のことから、マダイ、クルマエビ、かれい類、ヒラメ、スズ

キ、サルエビ、シャコ、マアナゴ、ヨシエビを混獲利用種として CA 評価を行った。 

小底混獲利用種に対するCA評価 

評価対象漁業 小底 

評価対象海域 愛知県、三重県沿岸(伊勢・三河湾、渥美外海) 

評価対象魚種 
マダイ、クルマエビ、かれい類、ヒラメ、スズキ、サルエビ、シャコ、マアナ

ゴ、ヨシエビ 

評価項目番号 2.2.1 

評価項目 混獲利用種への影響 

評価対象要素 

資源量 2 

再生産能力  

年齢・サイズ組成  

分布域  

その他：  

評価根拠概要 
シャコ、マアナゴ、かれい類については資源が懸念される状態である可能性があ

るため2点とする。 

評価根拠 

マダイ、クルマエビ、かれい類、ヒラメ、スズキ、サルエビ、シャコ、マアナゴ、

ヨシエビのうち、マダイ(太平洋中部海域)、クルマエビ(的矢湾、伊勢湾、三河湾、

浜名湖、遠州灘西部)、ヒラメ(太平洋中部海域)、シャコ(伊勢湾・三河湾)、マア

ナゴ(伊勢・三河湾)、スズキ(三重県沿岸)の資源評価結果は以下のとおりである。 

 

・マダイ太平洋中部海域：千葉県から三重県までのマダイはひとつの系群と考え

られ、1980年以降の漁獲量の推移から2018年の資源水準は高位、直近5年の資源量

の推移から動向は増加とされた(千葉県水産総合研究センターほか 2020a)。 

・クルマエビ的矢湾、伊勢湾、三河湾、浜名湖、遠州灘西部：CPUEの推移から

2019年の水準・動向を判断すると、対象水域のうち静岡県は低位・横ばい、愛

知・三重両県は高位・増加とされ、全体では1995年以降では高位・増加と判断さ

れた。ただし漁獲量は各県とも長期的に見て減少しており楽観はできないとされ

る(静岡県水産技術研究所 浜名湖分場ほか 2020)。 

・ヒラメ太平洋中部海域：千葉県から三重県までのヒラメはひとつの系群と考え

られ、1985年以降の漁獲量の推移から2018年の資源水準は中位、直近5年の資源量

の推移から動向は減少とされた(千葉県水産総合研究センターほか 2020b)。 

・シャコ伊勢・三河湾系群：1989年以降の小底のCPUEの経年変化から2019年の資

源の水準・動向は、低位・減少とされた(澤山ほか 2021)。 
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・マアナゴ伊勢・三河湾：1989年以降の小底のCPUEの経年変化から資源の水準は

低位、動向は減少と判断された(横内ほか 2021)。 

・三重県沿岸のスズキは三重県単独の資源評価が実施されており、資源状態は

2001年以降の有滝地区の小底CPUEから、高位・増加と判断されている(三重県資源

評価委員会 2021)。 

 

かれい類、サルエビ、ヨシエビについては資源評価は行われていないため愛知、

三重両県の漁獲量の経年変化から判断した(図2.2.1)。ただし、サルエビ、ヨシエ

ビは種別の漁獲量はわからないため農林水産統計における「その他のえび類」で

括った。かれい類についても種組成は不明である。 

 
図2.2.1 愛知県、三重県の魚種別合計漁獲量 

 

図2.2.1を見ると、長期的に見るといずれも減少傾向であるが、直近5年の動向で

はその他のえび類は傾向が明瞭ではなく、かれい類は減少傾向が見られる。 

以上のとおり、小底の同時漁獲種はマダイ、クルマエビ、ヒラメ、その他のえび

類、スズキについては懸念される状態ではないものの、シャコ、マアナゴ、かれ

い類については、資源は懸念される状態である可能性があるため2点とする。 

以上のとおり、ふぐはえ縄 4 点、小底 2 点であるため、漁獲量による重みづけ平均(3.46)か

らスコアは 3 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を実

施できな

い 

混獲利用種の中に

資源状態が悪い種

もしくは混獲によ

る悪影響のリスク

が懸念される種が

多く含まれる 

混獲利用種の中に混獲によ

る資源への悪影響が懸念さ

れる種が少数含まれる。CA

やPSAにおいて悪影響のリ

スクは総合的に低いが、悪

影響が懸念される種が少数

含まれる 

混獲利用種の中

に資源状態が悪

い種もしくは混

獲による悪影響

のリスクが懸念

される種が含ま

れない 

個別資源評価に基

づき、混獲利用種

の資源状態は良好

であり、混獲利用

種は不可逆的な悪

影響を受けていな

いと判断される 

 

2.2.2 混獲非利用種 

・ふぐはえ縄 

 漁法の選択性が比較的高いと考えられることから目立った混獲非利用種はないと考え 4 点
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とする。 

・小底 

 評価範囲③ 6)に示したとおりスナヒトデ、オカメブンブク、小型かに類、モミジガイを混

獲非利用種とする。これらの生物の生産性に関する生物特性値等は不明であるが、いずれも

小型の無脊椎動物であり、 大体長は 1ｍ以下、 高年齢(平均)は 10 年以下、繁殖戦略は浮

遊卵放卵型、放卵数は年間 100～2 万、栄養段階は 3.25 以上(魚食性が強い)とし(表 2.2.2b 参

照)、漁業に対する感受性は表 2.2.2a のとおりすべて中程度とすれば、PSA 評価における全体

でのリスクは低いという評価となる。以上の仮定は現実と大きくは異ならないであろうと考

え 4 点とする。 

表2.2.2a 小底混獲非利用種(グループ)のPSA評価における想定スコア 

 
 
表 2.2.2b 採点要領 

 
P(生産性スコア) 1(高生産性) 2(中生産性) 3(低生産性) 

P1 成熟開始年齢 < 5年 5-15年 > 15年 
P2 高年齢(平均) < 10歳 10-25歳 > 25歳 
P3 抱卵数 > 20,000卵／年 100-20,000卵／年 < 100卵／年 
P4 大体長(平均) < 100 cm 100-300 cm > 300 cm 
P5 成熟体長(平均) < 40 cm 40-200 cm > 200 cm 
P6 繁殖戦略 浮性卵放卵型 沈性卵産み付け型 胎生・卵胎生 
P7 栄養段階 < 2.75 2.75-3.25 > 3.25 
P8 密度依存性 (無脊椎

動物のみ適用) 

低密度における補償

作用が認められる 
密度補償作用は認め

られない 
低密度における逆補償

作用(アリー効果)が認

められる 
P Pスコア総合点 算術平均により計算する =(P1+P2+…Pn)/n  

S(感受性スコア) 1(低感受性) 2(中感受性) 3(高感受性) 
S1 水平分布重複度 < 10 % 10-30 % > 30% 
S2 鉛直分布重複度 漁具との遭遇確率

は低い 
漁具との遭遇確率は

中程度 
漁具との遭遇確率は高

い 
S3 漁具の選択性 成熟年齢以下の個体

は漁獲されにくい 
成熟年齢以下の個体が

一般的に漁獲される 
成熟年齢以下の個体が

頻繁に漁獲される 
S4 遭遇後死亡率 漁獲後放流された個

体の多くが生存する

ことを示す証拠があ

る 

漁獲後放流された個体

の一部が生存すること

を示す証拠がある 

漁獲後保持される、も

しくは漁獲後放流され

ても大半が死亡する 

評価対象生物 P（生産性，Productivity）スコア S（感受性，Susceptibiliity）スコア PSA評価結果

標準和名
脊椎動物or
無脊椎動物

成
熟

開
始

年
齢

最
高

年
齢

抱
卵

数

最
大

体
長

成
熟

体
長

繁
殖

戦
略

栄
養

段
階

密
度

依
存

性

P
ス

コ
ア

総
合

点
（
算

術
平

均
）

水
平

分
布

重
複

度

鉛
直

分
布

重
複

度

漁
具

の
選

択
性

遭
遇

後
死

亡
率

S
ス

コ
ア

総
合

点
（
幾

何
平

均
）

PSA
スコア

リスク区分

オカメブンブク 無脊椎動物 1 1 2 1 1 1 3 - 1.60 2 2 2 2 2.00 2.56 低い
ヒトデ類 無脊椎動物 1 1 2 1 1 1 3 - 1.60 2 2 2 2 2.00 2.56 低い
小型かに類 無脊椎動物 1 1 2 1 1 1 3 - 1.60 2 2 2 2 2.00 2.56 低い

2.56 低い

対象漁業 小型底びき網

対象海域 愛知・三重沿岸

PSAスコア全体平均
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S Sスコア総合点 幾何平均により計算する =(S1*S2*...Sn)^(1/n)  
PSAスコア < 2.64 低い 2.64-3.18 中程度 > 3.18 高い  
PSAスコア総合点 PとSのユークリッド距離として計算する =SQRT(P^2 +S^2)  
全体評価 PSAスコア全体平均値及び高リスク種の有無に基づき評価する 

以上のとおり、混獲非利用種への影響について、ふぐはえ縄、小底とも 4 点と考えられる

ため総合評価は 4 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を実

施できな

い 

混獲非利用種の中に資

源状態が悪い種が多数

含まれる。PSAにおい

て悪影響のリスクが総

合的に高く、悪影響が

懸念される種が含まれ

る 

混獲非利用種の中に資

源状態が悪い種が少数

含まれる。PSAにおい

て悪影響のリスクは総

合的に低いが、悪影響

が懸念される種が少数

含まれる 

混獲非利用種の中に

資源状態が悪い種は

含まれない。PSAに

おいて悪影響のリス

クは低く、悪影響が

懸念される種は含ま

れない 

混獲非利用種の

個別資源評価に

より、混獲種は

資源に悪影響を

及ぼさない持続

可能レベルにあ

ると判断できる 

 

2.2.3 希少種 

 環境省が指定した絶滅危惧種のうち、評価対象水域と分布域が重複する種は、アカウミガ

メ、アカアシシギ、カラフトアオアシシギ、クロツラヘラサギ、シロチドリ、ズグロカモメ、

ヘラシギ、ホウロクシギ、オオアジサシ、コアジサシ、ヒメウ、ニホンウナギ、ヒメクロウミ

ツバメ、セグロミズナギドリ、アホウドリ、コアホウドリ、アオウミガメである。これら生物

について PSA でリスク評価したものが表 2.2.3a、その根拠となる生物特性等をまとめたもの

が表 2.2.3b である。コアホウドリとニホンウナギで中程度のリスクが検出されたものの、全

体として悪影響の懸念は小さいと考えられることから 4 点とする。 

表2.2.3a 希少種のPSA評価結果 

・ふぐはえ縄 
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・小底 

 
表 2.2.3b 希少種の生産性に関する生物特性値 

種名 成熟開始

年齢(年) 
大

年齢

(年) 

抱卵

数 
大体

長(cm) 
成熟体

長(cm) 
栄養段

階TL 
出典 

アカウミガメ 35 70～
80 

400 110 80 4 岡本ほか (2019), 石原 (2012), 
Seminoff (2004) 

アカアシシギ ＜5 ＜5 <100 29 <29 3.85 浜口ほか(1985), Del Hoyo et al. 
(1996), Whitehouse & Aydin 
(2016), Fransson et al. (2010) 

カラフトア

オアシシギ 
＜5 7-11, 

8-11* 
<100 30 <30 3.25> 愛知県 (2021b) 

クロツラヘ

ラサギ 
＜5 11 <100 77 <77 3.25> 愛知県 (2021c) 

シロチドリ ＜5 9 <100 17 <17 3.25> 愛知県 (2021d) 
ズグロカモメ ＜5 2-7, 

8-6 
<100 32 <32 3.9 BirdLife International (2018) 

ヘラシギ ＜5 3 <100 15 <15 3.25> 愛知県 (2021e) 
ホウロクシギ ＜5 20-3, 

11-1 
<100 66 <66 3.25> 愛知県 (2021f) 

オオアジサシ 3 21 1.5 53 43 4.2 浜口ほか (1985), Milessi et al 
(2010) 

コアジサシ ＜5 21-10, 
19-11 

<100 24 <24 3.25> 浜口ほか (1985), Hobson et al. 
(1994), Clapp et al (1982) 

ヒメウ 3 18 3 73 63 4.2 浜口ほか (1985), Hobson et al. 
(1994), Clapp et al (1982) 

ニホンウナギ 10 10 100～
300万 

129 66～
79 

3.6 愛知県 (2021g) 

ヒメクロウ

ミツバメ 
2 6 1 20 19 3.6 浜口ほか (1985), Klimkiewicz et 

al (1983) 

セグロミズ

ナギドリ 
3  5 33 64 3.6> 浜口ほか (1985) 

アホウドリ 6 25> 1 94 84 4> 長谷川 (1998) 
コアホウドリ 8 55 1 81 79 4> 浜口ほか (1985), Gales (1993) 
アオウミガメ 20-50 70～

80 
400 100 92 2.1 岡本ほか (2019), 石原 (2012) 

* 同属近縁のアオアシシギの値 

 

 

評価対象生物 P（生産性，Productivity）スコア S（感受性，Susceptibiliity）スコア PSA評価結果

採点項目 標準和名
脊椎動物or

無脊椎動物

成
熟

開
始

年
齢

最
高

年
齢

抱
卵

数

最
大

体
長

成
熟

体
長

繁
殖

戦
略

栄
養

段
階

密
度

依
存

性

P
ス

コ
ア

総
合

点

（
算

術
平

均
）

水
平

分
布

重
複

度

鉛
直

分
布

重
複

度

漁
具

の
選

択
性

遭
遇

後
死

亡
率

S
ス

コ
ア

総
合

点

（
幾

何
平

均
）

PSA

スコア
リスク区分

2.2.3 アカウミガメ 脊椎動物 3 3 2 2 2 2 2 2.29 1 1 1 2 1.19 2.58 低い

2.2.3 ツルシギ 脊椎動物 1 1 3 1 1 3 3 1.86 1 1 1 1 1.00 2.11 低い

2.2.3 アカアシシギ 脊椎動物 1 1 3 1 1 3 3 1.86 1 1 1 1 1.00 2.11 低い

2.2.3 カラフトアオアシシギ 脊椎動物 1 1 3 1 1 3 3 1.86 1 1 1 1 1.00 2.11 低い

2.2.3 クロツラヘラサギ 脊椎動物 1 2 3 2 2 3 3 2.29 1 1 1 1 1.00 2.49 低い

2.2.3 シロチドリ 脊椎動物 1 1 3 1 1 3 3 1.86 1 1 1 1 1.00 2.11 低い

2.2.3 ズグロカモメ 脊椎動物 1 1 3 1 1 3 3 1.86 1 1 1 1 1.00 2.11 低い

2.2.3 ヘラシギ 脊椎動物 1 1 3 1 1 3 3 1.86 1 1 1 1 1.00 2.11 低い

2.2.3 ホウロクシギ 脊椎動物 1 2 3 2 2 3 3 2.29 1 1 1 1 1.00 2.49 低い

2.2.3 オオアジサシ 脊椎動物 1 2 3 3 1 3 3 2.29 1 1 1 1 1.00 2.49 低い

2.2.3 コアジサシ 脊椎動物 1 2 3 1 1 3 3 2.00 1 1 1 1 1.00 2.24 低い

2.2.3 ヒメウ 脊椎動物 1 2 3 1 2 3 3 2.14 1 1 1 1 1.00 2.36 低い

2.2.3 ニホンウナギ 脊椎動物 2 2 1 2 2 1 3 1.86 2 3 1 3 2.06 2.77 中程度

対象漁業 小型底曳き網 対象海域 伊勢・三河湾 PSAスコア全体平均 2.31 低い
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1点 2点 3点 4点 5点 

評価を

実施で

きない 

希少種の中に資源状態が

悪く、当該漁業による悪

影響が懸念される種が含

まれる。PSAやCAにおい

て悪影響のリスクが総合

的に高く、悪影響が懸念

される種が含まれる 

希少種の中に資源状態

が悪い種が少数含まれ

る。PSAやCAにおいて

悪影響のリスクは総合

的に低いが、悪影響が

懸念される種が少数含

まれる 

希少種の中に資源状

態が悪い種は含まれ

ない。PSAやCAにおい

て悪影響のリスクは

総合的に低く、悪影

響が懸念される種は

含まれない 

希少種の個別

評価に基づ

き、対象漁業

は希少種の存

続を脅かさな

いと判断でき

る 

 

2.3 生態系・環境 

2.3.1 食物網を通じた間接作用 

2.3.1.1 捕食者 

トラフグは肝臓、生殖巣等に毒を有する魚であるため、これを餌としている海洋生物はほ

ぼ存在しないのではないかと考えられる。そのため 5 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を

実施で

きない 

多数の捕食者に定

向的変化や変化幅

の増大などの影響

が懸念される 

一部の捕食者に

定向的変化や変

化幅の増大など

の影響が懸念さ

れる 

CAにより対象漁業の

漁獲・混獲によって

捕食者が受ける悪影

響は検出されない 

生態系モデルベースの評価に

より、食物網を通じた捕食者

への間接影響は持続可能なレ

ベルにあると判断できる 

 

2.3.1.2 餌生物 

トラフグの餌生物としては、海域は不明であるがカタクチイワシ、マイワシ等の魚類、え

び類、かに類が挙げられる(日本水産資源保護協会 1983)。ここではマイワシ、カタクチイワ

シ、えび類、かに類、及び小底での漁獲が一定量認められるガザミを餌生物として CA 評価

を行った。農林水産統計ではえび類はイセエビ、クルマエビ以外のえび類で、サルエビ(船越 

2008)、ヨシエビ(阿知波 2006)等で構成されると思われる。その他のかに類はズワイガニ、ベ

ニズワイガニ、がざみ類以外のかに類である。その他のかに類で漁獲統計に含まれそうなの

は東シナ海では大半はワタリガニ科のヒラツメガニ、ほかにアカイシガニ等である(山本・長

澤 2015)が、伊勢・三河湾、渥美外海域のかに類の種組成は不明である。CA 評価の結果、ト

ラフグによる捕食の影響は無視しうると考え、4 点とする。 

表2.3.1.2 餌生物のCA評価結果 

評価対象漁業 ふぐはえ縄、小底 

評価対象海域 愛知県、三重県沿岸(伊勢・三河湾、渥美外海) 

評価対象魚種 マイワシ、カタクチイワシ、その他のえび類、ガザミ、その他のかに類 

評価項目番号 2.3.1.2 

評価項目 餌生物への影響 

評価対象要素 資源量 4 

  再生産能力   
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  年齢・サイズ組成   

  分布域   

  その他      

評価根拠概要 いわし類はトラフグに比して桁違いに資源量が多く捕食による影響は考えられな

いが、その他のえび類についても直近5年では減少傾向とまではいえない状況だ

ったため、4点とする。 

評価根拠詳細 マイワシ(太平洋系群)、カタクチイワシ(太平洋系群)は資源評価が行われており、

その結果は以下のとおりである。 

・マイワシ太平洋系群：1960年以降の年齢別漁獲尾数からチューニングVPAによ

り資源量、親魚量を推定したところ、親魚量は目標管理基準値(SBmsy)案を上回り

(SB2019／SBmsy＝1.33)、動向は増加傾向とされた。F2019／Fmsy＝1.01であり、

現状の漁獲圧(F2015-2019)が続いた場合、2031年の親魚量がSBtarget案、SBlimit案
を上回る確率はそれぞれ48、99％とされる(古市ほか 2021)。 
・カタクチイワシ太平洋系群：コホート解析により1978～2019年の資源量を推定

し、資源水準は低位、動向は減少とした。現状の漁獲圧が続く場合、2026年の資

源量、親魚量は大きく減少するとされた(木下ほか 2021)。 
 

その他のえび類、ガザミ、その他のかに類については農林水産統計の愛知県、三

重県合計の漁獲量を図2.3.1.2示した。その他のえび類は長期的には減少傾向であ

るが、直近5年ではいずれの種(群)も減少傾向とまではいえない状況だった。 

 
  図2.3.1.2 愛知県・三重県の、その他のえび類、ガザミ、かに類漁獲量 

 

カタクチイワシ太平洋系群は低位・減少の状態であるが、2019年漁期の資源量は

本系群が127トンであるのに対し、マイワシ太平洋系群の2019年資源量は341.5万

トン、カタクチイワシ太平洋系群は12.0万トンとその資源量がトラフグに比して

ともに圧倒的に多いことから、資源状態が低位・減少傾向のカタクチイワシとい

えどもトラフグの捕食によって資源量が影響を検知できるレベルで減少すること

はありそうもない。加えて 近のカタクチイワシの減少原因については環境変動

の影響(Takasuka et al. 2008)等も指摘されることから(木下ほか 2021)、トラフグに

よる捕食の影響は無視しうると考え、本項目は4点とする。 

 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を

実施で

きない 

多数の餌生物に

定向的変化や変

化幅の増大など

の影響が懸念さ

れる 

一部の餌生物に定

向的変化や変化幅

の増大などの影響

が懸念される 

CAにより対象漁業

の漁獲・混獲によ

って餌生物が受け

る悪影響は検出さ

れない 

生態系モデルベースの評価に

より、食物網を通じた餌生物

への間接影響は持続可能なレ

ベルにあると判断できる 
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2.3.1.3 競争者 

 伊勢・三河湾、及び渥美外海域でトラフグ同様甲殻類、魚類を捕食し、漁獲量が多い魚種

は③ 6)よりヒラメ、スズキ、マアナゴが挙げられよう。これらの魚種の資源状況は、いず

れも小底の混獲種として 2.2.1 で見たとおり、ヒラメ(太平洋中部海域)は資源の水準は高

位、動向は減少傾向(千葉県水産総合研究センターほか 2020b)、マアナゴ伊勢・三河湾の水

準は低位、動向は減少(横内ほか 2021)、スズキは漁獲量が減少傾向であった。トラフグの

資源状態は低位・減少であるが(鈴木ほか 2021)、スズキ、マアナゴも減少傾向を示してい

ることからトラフグの資源動向に影響を与えたとは考えにくい。ヒラメ(太平洋中部海域)は

高水準であり、2003～2018 年におけるトラフグとの資源量の関係では有意ではないが負の

相関が見られる(図 2.3.1.3)。これについては、両者が餌を巡って競合関係にありヒラメが

高水準の時にトラフグが影響を受けているという証拠にはならないものの、影響を否定でき

ないため 3 点とする。 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

図2.3.1.3 2003～

2018年のトラフグ資

源量とヒラメ1歳魚以

上資源量の関係(千葉

県水産総合研究セン

ターほか 2020b) 

 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を実施で

きない 

多数の競争者に定

向的変化や変化幅

の増大などの影響

が懸念される 

一部の競争者に

定向的変化や変

化幅の増大など

の影響が懸念さ

れる 

CAにより対象漁

業の漁獲・混獲

によって競争者

が受ける悪影響

は検出されない 

生態系モデルベースの

評価により、食物網を

通じた競争者への間接

影響は持続可能なレベ

ルにあると判断できる 
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2.3.2 生態系全体 

 図 2.3.2a に示したように、評価対象海域における漁獲物の栄養段階組成をみると、漁獲は

栄養段階 2.0 で多く、図 2.3.2b のマイワシやカタクチイワシが寄与していることがわかる。 

 
 

 

 
 
 
 
 
 

図2.3.2a 2018年の海面漁業生産統計調査から求め

た、伊勢・三河湾・遠州灘の漁獲物栄養段階組成 

 

 

 

 

 

 

図2.3.2b 2018年の海面漁業生産統計に基づく 

伊勢・三河湾・遠州灘の漁獲物の種組成 

 

評価対象海域の総漁獲量と漁獲物平均栄養段階(MTLc)の推移は図 2.3.2c のとおりである。

評価対象海域では、MTLc に低下傾向が認められた。これはマイワシの増加やあなご類の減

少によるところが大きく、あなご類は小底で漁獲されるため、評価対象漁業が生態系全体に

及ぼす影響は無視できないとし、3 点とした。 

 

 

 

 

 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を

実施で

きない 

対象漁業による影響の強

さが重篤である、もしく

は生態系特性の定向的変

化や変化幅拡大が起こっ

ていることが懸念される 

対象漁業による影響

の強さは重篤ではな

いが、生態系特性の

変化や変化幅拡大な

どが一部起こってい

る懸念がある 

SICAにより対象漁業

による影響の強さは

重篤ではなく、生態

系特性に不可逆的な

変化は起こっていな

いと判断できる 

生態系の時系列情

報に基づく評価に

より、生態系に不

可逆的な変化が起

こっていないと判

断できる 
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図2.3.2c 海面漁業生産統計調査から求めた、評価対象海域の総漁獲量と漁獲物平均栄養段階の推移 

 

2.3.3 種苗放流が生態系に与える影響 

種苗放流は漁獲量増加、資源回復等の効果が見込まれる反面、大量の人工種苗を天然の海

域に放流することにともなう自然界、海洋生態系への影響が指摘されている(北田 2001, 水研

センター･水産庁 2015)。ここでは、遺伝的健全性確保(2.3.3.1)、遺伝子撹乱回避(2.3.3.2)、野

生種への疾病蔓延回避(2.3.3.3)について評価を行う。 

2.3.3.1 種苗遺伝的健全性確保のための必要親魚量確保 

 放流対象海域から得た天然魚を親魚とし、これを定期的に入れ替えている。トラフグの種

苗生産では概ね漁獲物を親魚として用い人工授精により採卵しているため、継代飼育した親

魚の使用による遺伝的多様性の低下リスクは低い。しかし、近年では漁獲物に成熟した人工

種苗が高い割合で混入していることから、多様性に問題のある親魚を排除するとともに可能

な限り、親魚数や採卵ロットを増やす努力が必要である。一方、トラフグ精子は短期及び長

期の冷凍保存技術が確立されているため、この技術を積極的に利用し、遺伝的多様性の確保

に努めるように指導されている(水研センター・水産庁 2015)。以上より 4 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

継代した

人工魚を

親魚とし

ている 

 放流対象海域から

得た天然魚を親魚

としている。若し

くはPNIが0.3未満 

放流対象海域から得

た天然魚を親魚と

し、これを定期的に

入れ替えている 

放流対象海域から得た天然魚を

親魚とし、60尾以上を確保した

上で、これを定期的に入れ替え

ている。もしくはPNI0.5以上 
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2.3.3.2 遺伝子撹乱回避措置 

系群(もしくは遺伝的に均一集団)構造を把握した上で、同一系群(集団)内での親魚採捕、種

苗放流を行っている。親魚、受精卵、精子、人工種苗等の移動にあたっては系群の分布・回遊

範囲を考慮して、その系群単位内にとどめるべきであること、漁協等が民間業者から人工種

苗を購入し自主的に放流する場合においては、種苗の生産履歴を確認し、系群単位外や親魚

の由来が不明な種苗を持ち込まないように指導されている(水研センター・水産庁 2015)。以

上より 5 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

親魚の属する系群

の分布域と異なる

海域(河川)にしば

しば種苗を放流し

ている 

親魚採捕海域(河

川)と種苗放流海

域(河川)が異なる

ことが稀にある 

 

 

系群構造は不明であ

るが、親魚採捕海域

(河川)と種苗放流海

域(河川)が同一であ

る 

系群(若しくは遺伝的に均

一集団)構造を把握した上

で、同一系群(集団)内での

親魚採捕、種苗放流を行っ

ている 

 

2.3.3.3 野生種への疾病蔓延回避措置 

魚病診断体制が整えられており、蔓延防止体制がある。VNN については防除対策並びに診

断法が開発されている。種苗生産機関では、病原体の天然海への拡散を避けるために｢防疫的

見地からみた放流種苗に関する申し合わせ事項(Ⅰ)｣(栽培漁業技術開発推進事業全国協議会 

1999)に基づき、種苗生産過程で異常な死亡が認められなかった生産回次の種苗のみを放流し

ている(中井ほか 1994, 西岡 2019, 中井･森 2016)。以上より 5 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

魚病診断体制、蔓延防止

措置ともに未整備である 

   魚病診断体制が整えられてお

り、蔓延防止体制がある 

 

2.3.4 海底環境 

評価対象とする漁業種類のうち、小底は着底漁具を用いて海底をひきまわすが、伊勢・三

河湾及び渥美外海では、着底漁具による撹乱に対する海底環境の応答を評価するための長期

的な時系列データ(多様度指数等)が利用可能ではないため、SICA 評価を行った。 

評価対象漁業 小底 

評価対象海域 愛知県、三重県沿岸(伊勢・三河湾、渥美外海) 

評価項目番号 2.3.4 

評価項目 海底環境 

空間規模スコア 2 

空間規模評価

根拠概要 

小底の操業水深帯は、伊勢・三河湾のまめ板びきで10〜40mである。渥美外海板び

き網漁業は300m以浅で操業するが、当海域においてトラフグは150m以深にほとんど

生息しないと考えられている(阿知波 2006)。以上から、伊勢・三河湾内の水深10

〜40m(1,460km2)、渥美外海の150m以浅の範囲(1,073km2)をトラフグの分布域内に
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おける小底の 大操業面積と仮定した。伊勢・三河湾全域(2,342km2)と紀伊半島東

岸から駿河湾沿岸域(三保半島付近まで)にかけての150m以浅の大陸棚上(4,064km2)

を合わせた範囲が本系群の分布域とすると、小底の操業面積は 大で海域全体の

39.6%となる。評価手順書に沿うと小底の空間規模スコアは2となる。 

時間規模スコア 2 

時間規模評価

根拠概要 

伊勢湾では周年操業が行われており、愛知県の三河湾、伊勢・三河湾の一部(6トン

未満船)では操業期間が3～12月となっている。多部田ほか(2012)によると、伊勢・

三河湾における小底の年間出漁日数は若松地区で約60日、有滝地区で約120日、豊

浜地区で約170日である。出漁中毎日操業すると仮定した場合、年間の16.4〜46.6%

が操業日数となり、特に広域の漁場を対象とする豊浜・有滝地区の漁船においては

30%を超えることから、時間規模スコアを2とした。 

影響強度スコア 2 

影響強度評価

根拠概要 

空間規模と時間規模のスコア、それぞれ2点、2点、漁法は小底であるから強度ス

コアを算出すると、(2*2*3)^(1/3) = 2.29となる。 

水深スコア 2 

水深スコア評

価根拠 

対象海域内における小底の操業水深は伊勢・三河湾内で10〜40ｍ、渥美外海(遠

州灘西部)では150ｍ以浅である。一方、トラフグは湾内の浅海域のみならず、遠

州灘西部において水深20〜150ｍの広い範囲で漁獲される(阿知波 2006)。したが

って、水深スコアを2とした。 

地質スコア 1 

地質スコア評

価根拠 

伊勢湾湾口のごく一部に礫や細礫がみられるが、伊勢・三河湾内の大部分と渥美

外海の大部分には粘土やシルト、砂が分布することから(日本海洋学会 1985)、

小底漁場の大部分の底質は軟質砂泥と判断されるため、スコアを1とした。 

地形スコア 2 

地形スコア評

価根拠 

水深データから算出した凹凸度を指標と

すると(Evans 2021)、地形は平坦な海域と

不規則な海域が混在していると考えられ

るためスコアは2とした。 

 

総合回復力 1.67 

総合回復力評

価根拠 

上記3要素の算術平均((2+1+2)/3)から総合回復力は1.67となった。 

SRスコア 2(中程度(2.83)) 

SRスコア評価

根拠 

S(規模と強度)とR(回復力)のユークリッド距離を求めると(SQRT(S^2＋R^2))2.83と
なり、「中程度」との境界値2.64を上回り、「高い」との境界値3.18を下回ったた

めスコアは2(影響強度は中程度)となった。 
Consequence 

(結果) 

スコア 

  

  

種構成 
 

機能群構成   

群集分布   

栄養段階組成 4 

サイズ組成   

Consequence 

評価根拠概要 

ここでは、小底のMTLcの経年変化をもとに栄養段階組成に着目して、影響強度の

結果を評価した。 
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小底の漁獲量は2008年以降継続して減少し、MTLcは2014年以降急激な増加傾向が

認められている。これは、漁獲量に占めるマダイ等のたい類やすずき類といった

栄養段階の高い魚種の割合が増加したことによる影響が大きい。澤山ほか 

(2021)によれば、愛知県豊浜の小底では、シャコの極端な不漁を受け、近年、操

業をスズキ等の大型魚類狙いに切り替えるようになった可能性が指摘されてい

る。したがって、小底漁獲量において栄養段階の高い魚種の割合が増加したこと

には、狙いの変化の影響が大きい可能性がある。以上を踏まえると、MTLcの変化

は単純に生態系の変化を反映したものではないと考えられることから、結果スコ

アを4点とする。 

総合評価 3   

総合評価根拠 

概要 

栄養段階組成から見た結果(C)は4点であるが、規模と強度(SI)の評価点は2と中

程度であり、海底環境への負荷を完全には無視することができないと判断した。 

 

 

 

対象とする漁業種類のうち、ふぐはえ縄は漁具の一部が海底に接地するものの、ひきまわ

す形態の操業は行わないことから影響は軽微と考え、5 点を配点する。 

以上 2 漁法のスコアの漁獲量による重み付け平均(4.46)から、本項目は 4 点を配点する。 
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1点 2点 3点 4点 5点 

評価を実

施できな

い 

当該漁業による海底環

境への影響のインパク

トが重篤であり、漁場

の広い範囲で海底環境

の変化が懸念される 

当該漁業による海底環

境への影響のインパク

トは重篤ではないと判

断されるが、漁場の一

部で海底環境の変化が

懸念される 

SICAにより当該漁

業が海底環境に及

ぼすインパクトお

よび海底環境の変

化が重篤ではない

と判断できる 

時空間情報に基づ

く海底環境影響評

価により、対象漁

業は重篤な悪影響

を及ぼしていない

と判断できる 

 

2.3.5 水質環境 

2019 年の第四管区管内での海上環境関係法令違反のうち、県漁業調整規則(有害物の遺棄ま

たは漏せつ)違反、及び水質汚濁防止法違反は認められなかったため(海上保安庁 2019)、水質

環境への影響は軽微であると考えられ、4 点とする。 

種苗生産施設については、水質汚濁防止法等の施行状況(環境省 2020b)によれば、該当する

と思われる特定事業場に関する平成 30 年度の改善命令、違反はいずれも 0 件であったことか

ら 4 点と考えられる。このため総合評価も 4 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

多くの物質に関して対

象漁業もしくは、種苗

生産施設等からの排出

が水質環境へ及ぼす悪

影響が懸念される。も

しくは取り組み状況に

ついて情報不足により

評価できない 

 一部物質に関し

て対象漁業もし

くは、種苗生産

施設等からの排

出が水質環境へ

及ぼす悪影響が

懸念される 

対象漁業もしく

は、種苗生産施

設等からの排出

物は適切に管理

されており、水

質環境への負荷

は軽微であると

判断される 

対象漁業もしくは種苗生産施

設等からの排出物は適切に管

理されており、水質環境への

負荷は軽微であると判断され

るだけでなく、対象漁業もし

くは種苗生産施設等による水

質環境への負荷を低減する取

り組みが実施されている 

 

2.3.6 大気環境 

長谷川(2010)によれば、我が国の漁業種類ごとの単位漁獲量・水揚げ金額あたり二酸化炭素

排出量の推定値は表 2.3.6 のとおりである。ふぐはえ縄の値は不明であるが、沿岸まぐろはえ

縄の値は 4.8 と比較的大きいため類推から 3 点とする。小底は 1.4 と我が国漁業の中ではやや

低めの CO2 排出量となっているため 4 点とする。ふぐはえ縄 3 点、小底 4 点のため漁獲量に

よる重み付け平均(3.3)より大気環境への影響は 3 点とする。 

表2.3.6 漁業種類別の漁獲量・生産金額あたりCO2排出量試算値(長谷川 2010による) 

漁業種類 t-CO2/t t-CO2/百万円 

小型底びき網縦びきその他 1.407 4.98 

沖合底曳き網１そうびき 0.924 6.36 

船びき網 2.130 8.29 

中小型１そうまき巾着網 0.553 4.34 

大中型その他の１そうまき網 0.648 7.57 

大中型かつおまぐろ1そうまき網 1.632 9.2 

さんま棒うけ網 0.714 11.65 

沿岸まぐろはえ縄 4.835 7.95 
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近海まぐろはえ縄 3.872 8.08 

遠洋まぐろはえ縄 8.744 12.77 

沿岸かつお一本釣り 1.448 3.47 

近海かつお一本釣り 1.541 6.31 

遠洋かつお一本釣り 1.686 9.01 

沿岸いか釣り 7.144 18.86 

近海いか釣り 2.676 10.36 

遠洋いか釣り 1.510 10.31 

 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を

実施で

きない 

多くの物質に関して

対象漁業からの排出

ガスによる大気環境

への悪影響が懸念さ

れる 

一部物質に関し

て対象漁業から

の排出ガスによ

る大気環境への

悪影響が懸念さ

れる 

対象漁業からの排

出ガスは適切に管

理されており、大

気環境への負荷は

軽微であると判断

される 

対象漁業による大気環境へ

の負荷を軽減するための取

り組みが実施されており、

大気環境に悪影響が及んで

いないことが確認されてい

る 
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3．漁業の管理 

概要 
管理施策の内容(3.1) 

愛知県、三重県のふぐはえ縄は海区漁業調整委員会により操業の禁止期間が指示されてお

りインプット・コントロールが導入されている。小型底びき網漁業(以下、小底)は県知事許可

漁業であり隻数制限が設けられているが、2003 年より TAE (漁獲努力可能量)が導入され、漁

獲努力量(隻日)の上限が設定されてきた。さらに愛知県資源管理指針に基づく資源管理計画

では自主的管理措置として休漁に重点的に取り組むとされている。トラフグの資源状態は低

位・減少傾向であるが、インプット・コントロールが導入されている(3.1.1 3 点)。ふぐはえ

縄は、海区調整委員会指示により体重制限(600g 未満採捕禁止)、親魚保護のための採捕禁止

区域が定められ、資源管理指針では公的規制を上回る体重制限、保護区の設定が行われてい

る。小底については資源管理指針で全長 25cm 以下のトラフグの 9、10 月の再放流が謳われて

おり、テクニカル・コントロールが導入されている(3.1.2 3 点)。小底で 25cm 以下の小型魚

を再放流する措置は種苗放流効果を高める措置でもあり、資源管理指針・計画のもとでも継

続して実施されている(3.1.3 5 点)。ふぐはえ縄本体は着底漁具ではないため、海底環境に与

える影響は無視でき、ほかの生態系への直接影響も知られていない。小底は海底環境への影

響のインパクトが重篤であるとみられるが、影響を制御する規制は見当たらない(3.1.4.1 はえ

縄 5 点、小底 2 点、総合 4 点)。愛知、三重両県の資源管理指針では、漁業者自らが藻場・干

潟の保護、森林の保全及び整備等により漁場環境の改善に取り組むとされている。三重県漁

連では海浜清掃、植林、石けん普及、愛知県でも南知多町で干潟の保全活動が取り組まれて

いる(3.1.4.2 4 点)。 

執行の体制(3.2) 

トラフグ伊勢・三河湾系群は三重県、愛知県、静岡県に跨がって分布する広域資源であり

太平洋広域漁業調整委員会において漁業管理の検討が行われ、TAE の設定については水産政

策審議会で審議されてきた経緯があるなど、生息域をカバーする管理体制が確立し機能して

いる(3.2.1.1 5 点)。漁船漁業の監視・取り締まりは関係県当局が複数の取り締まり船により

日常的に行っている。体長制限等については水揚げ港等での漁協職員等による監視が可能で

ある(3.2.1.2 5 点)。小底は漁業の許可及び取り締り等に関する省令、各県漁業調整規則等に

違反した場合、漁業法、各県漁業調整規則の規定により免許、許可の取り消しや懲役刑、罰

金あるいはその併科となる。ふぐはえ縄漁業は海区漁業調整委員会指示に違反し県知事の命

令にも従わない場合は漁業法により一年以下の懲役もしくは 50 万円以下の罰金または拘留

もしくは科料に処せられる(3.2.1.3 5 点)。本系群は TAC 種ではないが、国、愛知県、三重県
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の作成する資源管理指針において、資源状況、管理目標など、必要な取り組みが述べられ、

目標、管理措置は定期的に見直されており順応的管理の仕組みは部分的に導入されていると

考えられる(3.2.2 3 点)。 

共同管理の取り組み(3.3) 

 対象となるすべての漁業者は漁業者組織に所属しており(3.3.1.2 5 点)、特定できる(3.3.1.1 

5 点)。ふぐはえ縄、小底とも資源管理指針に基づく自主的管理措置として体長制限、休漁等

に取り組んでいることから資源管理に対する漁業者組織の影響力は強いといえる(3.3.1.3 5

点)。愛知県、三重県とも漁協、漁連等が販売、加工等の事業を行い、観光業との連携、漁獲

物のブランド化等に取り組み、個別の漁業者では実施が困難な経営上の活動を実施し水産資

源の価値の 大化に努めている(3.3.1.4 5 点)。ふぐはえ縄、小底とも漁業者は関係する会議

への出席等を通して資源の自主的管理、公的管理に主体的に参画している(3.3.2.1 4 点、

3.3.2.2 5 点)。資源管理の意思決定を行う各レベルの会合には、それぞれ学識経験者をはじ

め幅広い利害関係者が参画する仕組みが作られており(3.3.2.3 5 点)、施策の意思決定につい

ては、資源管理指針に則り、定期的に目標と管理措置の検討、見直しが協議されている(3.3.2.4 

4 点)。種苗放流事業の費用負担については、関係県、漁業者間における費用負担の調整、負

担の公平性や低減について検討が行われている(3.3.2.5 3 点)。 

 

評価範囲 
① 評価対象漁業の特定 

 鈴木ほか(2021)によると、本系群の 2019 年漁期(4 月～翌年 3 月まで)の漁業種類別漁獲量は

下表のとおりである。ここでふぐはえ縄、小底の県別漁獲量は、本系群全体の漁獲量をそれ

ぞれ県別漁獲尾数、県別 0 歳魚漁獲量で按分した。下表より、評価対象漁業は、ふぐはえ縄

(72.9%)、小底(27.1%)とする。 

② 評価対象都道府県の特定 

下表より評価対象県は、ふぐはえ縄は三重県(42.5%)、愛知県(41.8%)、小底は愛知県(91.0%)

とする。 

  
合計 ふぐはえ縄 

小底 
まき網 

渥美外海 内湾 小底計 

静岡 7.5 7.5 0.0 - 
  

愛知 52.4 20.0 10.5 5.7 16.2 - 

三重 23.5 20.3 
 

1.6 1.6 0.0 

合計 65.6 47.8 10.5 7.3 17.8 0.0 

率(%) 
 

72.9 16.0 11.1 27.1 0.0 
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③ 評価対象漁業に関する情報の集約と記述 

各県における評価対象漁業について以下の情報を集約する。 

1) 漁業権、許可証、及び、後述する各種管理施策の内容 

2) 監視体制や罰則、順応的管理の取り組み等の執行体制 

3) 関係者の特定や組織化、意思決定への参画など、共同管理の取り組み 

4) 関係者による生態系保全活動の内容 

④ 評価対象魚種に関する種苗放流事業の有無 
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3.1 管理施策の内容 

3.1.1 インプット・コントロール又はアウトプット・コントロール 

本系群で評価対象と特定されているのは、三重県、愛知県のふぐはえ縄漁業と愛知県の小

底である。愛知県、三重県のふぐはえ縄漁業は自由漁業となっているが、両県海区漁業調整

委員会により、トラフグを目的とした操業の禁止期間(3～9 月)や、浮きはえ縄等の禁止が指

示されている(愛知県 2020a, 三重県 2020a)。底はえ縄はトラフグの CPUE が低くなり大型

魚が多くなる傾向があるといわれている(片山 2015)ことから、浮きはえ縄の禁止は漁獲圧低

減に繋がると考えられる。これらのことから愛知県、三重県のふぐはえ縄にはインプット・

コントロールが導入されている。 

小底は県知事許可漁業であり、漁業法第 57 条第 7 項に基づき隻数制限が設けられている

(農林水産省 2018)。また、特定水産資源であるマアジの漁獲可能量による管理以外の手法と

して漁獲努力量の上限はまめ板網漁業(三河湾)は 113 隻、同(伊勢湾)は 146 隻、渥美外海板び

き網漁業は 45 隻と決められている(愛知県 2020b)。本系群は第 2 種特定海洋生物資源に指定

されており、小底については 2003 年より TAE が設定され、三河湾は 10 月、伊勢湾は 11 月

の漁獲努力量(隻日)の上限が設定されていた(水産庁 2019a)。愛知県の資源管理指針に基づく

資源管理計画では自主的管理措置として休漁に重点的に取り組むとされている(愛知県 2011)。

トラフグの資源状態は低位・減少傾向である(鈴木ほか 2021)が、アウトプット・コントロー

ルは適用されていない。各県の各漁業につきインプット・コントロールが導入されているの

みの評価として、3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

インプット・コントロールと

アウトプット・コントロール

のどちらも施策に含まれてお

らず、漁獲圧が目標を大きく

上回っている 

. インプット・コントロ

ールもしくはアウトプ

ット・コントロールが

導入されている 

. インプット・コントロールも

しくはアウトプット・コント

ロールを適切に実施し、漁獲

圧を有効に制御できている 

 

3.1.2 テクニカル・コントロール 

 ふぐはえ縄については、愛知県、三重県海区調整委員会指示によりトラフグを目的とした

操業の禁止期間(3～9 月)、600g 未満採捕禁止の体重制限(愛知県 2020a, 三重県 2020a)、産卵

親魚保護のためのトラフグ採捕禁止区域(3 月 15 日～5 月 15 日)が定められている(三重県 

2020b)。資源管理指針では愛知県はそれを上回る 700g(愛知県 2011)、三重県は「三重・愛知

両県漁業者の合意に基づく措置」としての体重の制限が謳われている(三重県 2011)。また、

三重県では小型魚保護のための漁期、保護区の設定が行われている(三重県 2020a, b)。愛知県

の小底については資源管理指針で全長 25cm 以下のトラフグの再放流(伊勢湾で 9 月 1 日～10

月 31 日、三河湾で 9 月 1 日～30 日)が謳われている(愛知 2011)。このように本系群では小型
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魚の保護のための措置が採用されているが(鈴木ほか 2021)、資源状態は低位・減少であるた

め、テクニカル・コントロールが導入されているのみの評価として、3 点を配点する。なお、

底はえ縄は大型魚が多いという知見から(片山 2015)、愛知県と三重県の浮きはえ縄の禁止は

小型魚の採捕の制限という効果ももつと考えられる。 

1点 2点 3点 4点 5点 

テクニカル・コント

ロールの施策が全く

導入されていない 

. テクニカル・コント

ロールの施策が一部

導入されている 

. テクニカル・コントロール

施策が十分に導入されてい

る 

 

3.1.3 種苗放流効果を高める措置 

 小底については、資源回復計画の対象となった 2002 年度から当該漁業で漁獲される 25cm

以下の小型魚を再放流するという資源管理措置が導入され、トラフグ種苗が集中放流されて

いる伊勢湾及び三河湾の操業海域においては 2002 年度より、渥美半島外海の操業海域におい

ては 2007 年度より水揚げ制限が実施された。資源回復計画は 2011 年度で終了したが、同計

画で実施されてきた管理措置は、2012 年度以降も新たな枠組みである資源管理指針・計画の

もとで継続して実施されている(鈴木ほか 2021, 水産庁 2002)。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

放流効果を高める措

置は取られていない 

. 放流効果を高める措置が

一部に取られている 

. 放流効果を高める措置が十分

に取られている 

 

3.1.4 生態系の保全施策 

3.1.4.1 環境や生態系への漁具による影響を制御するための規制 

 当該海域におけるふぐはえ縄は、浮きはえ縄は禁止されており、底はえ縄である(愛知県

2020a, 三重県 2020a)。底はえ縄は幹縄両端の錨が海底に接地するものの、本体は着底漁具

ではないため、海底環境に与える影響は無視でき、2.3.4(海底環境への影響)でも 5 点としてい

る。ほかの生態系への直接影響も知られていないため、ふぐはえ縄漁業については 5 点とす

る。小底に関しては、2.3.4(海底環境への影響)では、海底環境への影響のインパクトは軽微で

あるとして 4 点としているが、影響を制御する規制は見当たらないため 2 点とする。以上よ

り重みづけをして 4.1 となることから、4 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

規制が全く導入さ

れておらず、環境

や生態系への影響

が発生している 

一部に導入さ

れているが、

十分ではない 

. 相当程度、

施策が導入

されている 

評価対象とする漁法が生態系に直接影

響を与えていないと考えられるか、十

分かつ有効な施策が導入されている 
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3.1.4.2 生態系の保全修復活動 

 愛知、三重両県の資源管理指針では、漁業者自らが藻場・干潟の保護、森林の保全及び整

備等により漁場環境の改善に取り組む必要があるとされている(愛知県 2011, 三重県 2011)。

三重県漁連では環境保全対策として海浜清掃、植林、石けん普及に取り組んでいる(三重県漁

業協同組合連合会 2021a)。愛知県でも漁業が盛んな南知多町で干潟の保全活動が取り組まれ

ている(JF 全漁連 2021)。以上のように両県漁業者により生態系の保全・再生活動が行われて

いるが活動の詳細、頻度等は判断する材料が乏しいため 4 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

生態系の保全・

再生活動が行わ

れていない 

. 生態系の保全活

動が一部行われ

ている 

. 対象となる生態系が漁業活動の影響を受け

ていないと考えられるか、生態系の保全・

再生活動が活発に行われている 

 

3.2 執行の体制 

3.2.1 管理の執行 

3.2.1.1 管轄範囲 

 本系群の生息域は主に紀伊半島東岸から駿河湾沿岸域である(鈴木ほか 2021)。そのため本

系群は三重県、愛知県、静岡県に跨がって分布する広域資源であるが、広域資源に対する資

源管理は広域漁業調整委員会が担うこととされている(水産庁 2021a)。本系群については太平

洋広域漁業調整委員会・太平洋南部会において主要な漁業である伊勢・三河湾の小底の管理

等について検討が行われている(水産庁 2020a)。TAE の設定については国レベルの水産政策

審議会で審議されてきた(水産庁 2019a)。以上のとおり生息域をカバーする管理体制が確立し

機能しているとし、5 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

対象資源の生息域が

カバーされていない 

. 機能は不十分であるが、生息域

をカバーする管理体制がある 

. 生息域をカバーする管理体

制が確立し機能している 

 

3.2.1.2 監視体制 

 愛知県、三重県当局がそれぞれ複数の取り締まり船により日常的に漁船漁業の監視・取り

締まりを行っている(愛知県 2020c, 三重県 2021a)。体長制限等については取り締まり当局の

ほか、水揚げ港等での漁協職員等による監視が十分可能である。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

監視はおこな

われていない 

主要な漁港の周辺など、部

分的な監視に限られている 

. 完璧とは言いがたいが、

相当程度の監視体制があ

る 

十分な監視体制が

有効に機能してい

る 
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3.2.1.3 罰則・制裁 

 愛知県、三重県の小底は漁業の許可及び取締り等に関する省令、各県漁業調整規則等に違

反した場合、漁業法、各県漁業調整規則の規定により免許、許可の取り消しや懲役刑、罰金

あるいはその併科となる。ふぐはえ縄漁業は海区漁業調整委員会指示により漁具、漁期、体

長が制限されており、それに違反し県知事の命令にも従わない場合は漁業法第 191 条により

一年以下の懲役もしくは 50 万円以下の罰金または拘留もしくは科料に処せられる。罰則規定

としては十分に有効と考えられる。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

罰則・制裁は設

定されていない 

. 機能は不十分であるが、罰

則・制裁が設定されている 

. 有効な制裁が設定さ

れ機能している 

 

3.2.2 順応的管理 

 本系群は TAC 種ではなく、また自主的管理でも TAC は導入されていない。しかし、国の

作成する資源管理指針、愛知県、三重県のふぐはえ縄漁業、愛知県の小底については県の資

源管理指針において、資源状況、管理目標など、必要な取り組みが記述され(水産庁 2020b, 愛

知県 2011, 三重県 2011)、管理施策、目標等は定期的に見直されてきた。順応的管理の仕組

みは部分的に導入されていると考えられる。以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

モニタリング結果を漁業管理の

内容に反映する仕組みがない 

. 順応的管理の仕組みが部

分的に導入されている 

. 順応的管理が十分に

導入されている 

 

3.3 共同管理の取り組み 

3.3.1 集団行動 

3.3.1.1 資源利用者の特定 

 愛知県、三重県のふぐはえ縄漁業は許可漁業ではないが、漁業者は漁協組合員と考えられ

るため実質特定されている。小底は知事許可漁業であり、漁業者が特定できる。以上実質す

べての漁業者は特定できると考え、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

実質上なし 5-35% 35-70% 70-95% 実質上全部 

 

3.3.1.2 漁業者組織への所属割合 

 ふぐはえ縄、小底の漁業者は実質全員地域の漁業協同組合に所属していると考えられる。

上部組織は全国漁業協同組合連合会である。ふぐはえ縄については、愛知県ふぐ縄組合連合
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会や安乗地区資源管理計画管理員会が組織されている。すべての漁業者は漁業者団体に所属

しており、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

実質上なし 5-35% 35-70% 70-95% 実質上全部 

 

3.3.1.3 漁業者組織の管理に対する影響力 

 ふぐはえ縄については、海区漁業調整委員会より漁法、漁期、体長制限(600g 未満採捕禁止)

が指示されているが(愛知県 2020a, 三重県 2020a)、愛知県、三重県の資源管理指針に基づく

資源管理計画では自主的管理措置として公的規制を上回る体長制限に取り組み、さらに休漁

に重点的に取り組むとされている(愛知県 2011, 三重県 2011, 水産庁 2020a)。愛知県の小底

については TAE が設定されていたが、ほかに資源管理指針に基づく自主的管理措置として、

まめ板網での休漁日の設定、全長 25cm 以下の再放流(伊勢湾で 9・10 月、三河湾で 9 月)等に

も取り組んでいる。自主的な規制が強く働いていることから資源管理に対する漁業者組織の

影響力は強いといえる。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁業者組織が存在しない

か、管理に関する活動を行

っていない 

. 漁業者組織の漁業管理活動

は一定程度の影響力を有し

ている 

. 漁業者組織が管理に強

い影響力を有している 

 

3.3.1.4 漁業者組織の経営や販売に関する活動 

 愛知県の南知多町の豊浜漁協では販売事業、魚市場、魚ひろば店舗経営など、経営上の活

動を実施している(豊浜漁業協同組合 2021)。南知多地区管内 6 漁協(豊浜、大井、片名、師崎、

篠島、日間賀島漁協)等では浜の活力再生プランとして、観光業との連携、シャコ、アナゴ等

のブランド化に取り組んでいる(水産庁 2019b)。また、愛知県ではトラフグは全国漁業協同組

合連合会が認定するプライドフィッシュに登録され、販売促進に力が注がれている(全国漁業

協同組合連合会 2021)。三重県では、漁連が鮮冷・加工事業、販売事業、品質管理等を行って

いる(三重県漁業協同組合連合会 2021b)。さらに三重県では志摩地方に水揚げされる 700ｇ以

上の天然トラフグを地元漁協が「あのりふぐ」としてブランド化しており、その取り組みが

評価され三重ブランドに認定されている(三重県 2021c)。以上のとおり両県の漁業者組織は個

別の漁業者では実施が困難な経営上の活動を実施し水産資源の価値の 大化に努めている。

以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁業者組織がこれらの

活動を行っていない 

. 漁業者組織の一部が

活動を行っている 

. 漁業者組織が全面的に活動を

行っている 
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3.3.2 関係者の関与 

3.3.2.1 自主的管理への漁業関係者の主体的参画 

 ふぐはえ縄、小底とも各県資源管理指針には、目標、管理措置の漁業者及び関係団体への

周知徹底、指針に基づく資源管理計画の履行状況の確認等の内容が含まれている。以上のよ

うな資源管理計画遂行のための漁協、漁連内部での会合、県と漁業者代表による資源管理協

議会など、漁業管理に係る外部の会合への参加が必要と考えられ、合わせると会議日数は年

間 12 日を越えるのではないかと考えられる。以上より 4 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

なし 1-5日 6-11日 12-24日 1年に24日以上 

 

3.3.2.2 公的管理への漁業関係者の主体的参画 

 公的管理としては、ふぐはえ縄は各県の海区漁業調整委員会が指示を出している(愛知県

2020a, 三重県 2020a)。漁業法の規程により、海区漁業調整委員会の過半数は漁業者または漁

業従事者が占めることになっているため会議には関連の漁業関係者代表が参画し意思決定に

関与している。知事許可漁業である小底には TAE が設定されていたが、TAE の上限は水産政

策審議会や海区漁業調整委員会の意見を聴取した県知事の意見を基に決められていた(水産

庁 2019a)。水産政策審議会資源管理分科会には委員として全国漁業協同組合連合会の役員、

特別委員として全国海区漁業調整委員会連合会の役員が参画している(水産庁 2021b)。このよ

うに関係漁業者、漁業者団体の役員が各レベルの委員会等に参画してきており、意思決定に

関与している。以上のことから両漁業とも 5 点とし、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

実質上なし . 形式的あるいは限定的に参画 . 適切に参画 

 

3.3.2.3 幅広い利害関係者の参画 

 愛知県、三重県のふぐはえ縄漁業について、指示を出している海区漁業調整委員会には学

識経験者、公益代表委員が参画しており、改正漁業法下では学識経験者並びに利害関係を有

しない者が参加している(愛知県 2021, 三重県 2021b)。愛知県の小底について、TAE の設定

に関与してきた太平洋広域漁業調整委員会の本委員会と太平洋南部会には、大臣選任委員と

して各々学識経験者 3 人が(水産庁 2020c, 2021c)、水産政策審議会資源管理分科会には、委員

として大学研究者が、特別委員として水産や港湾の海事産業で働く船員等で組織する労働組

合、水産物持続的利用のコンサルタント等が参画している(水産庁 2021b)。トラフグの場合、

遊漁による採捕は無視できる。主要な利害関係者は資源管理に参画していると考えられるた

め 5 点とする。 
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1点 2点 3点 4点 5点 

漁業者以外の利害関係

者は存在するが、実質

上関与していない 

. 主要な利害関係者が

部分的・限定的に関

与している 

. 漁業者以外の利害関係者が存在し

ないか、ほぼすべての主要な利害

関係者が効果的に関与 

 

3.3.2.4 管理施策の意思決定 

 愛知県、三重県のふぐはえ縄漁業について、三重県は資源管理指針によってトラフグ資源

の回復目標や各漁業に対して具体的な資源管理措置を定期的に設定し、PDCA のサイクルで

管理の計画と実施を行えるようにしている(愛知県 2011, 三重県 2011)。愛知県の小底につい

て、水産庁は 2002 年から伊勢湾・三河湾小型機船底びき網漁業対象種資源回復計画を実施し、

トラフグの漁獲量を5年間で25％増大させる目標を設定し、管理措置を実施した(水産庁 2002,  

2012)。これについては資源管理指針、資源管理計画に移行し、引き続き取り組まれることと

なった。このため、利害関係者を含む意思決定機構は存在し、施策の決定と目標の見直しが

できるようなシステムが構築されているが、協議が十分でない部分があるため資源の減少に

つながっていると考えられる。このため、4 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

意思決定機

構が存在せ

ず、施策に

関する協議

もなされて

いない 

特定の関係者を

メンバーとする

意思決定機構は

存在するが、協

議は十分に行わ

れていない 

特定の関係者をメ

ンバーとする意思

決定機構は存在

し、施策の決定と

目標の見直しがな

されている 

利害関係者を構成

メンバーとする意

思決定機構は存在

するが、協議が十

分でない部分があ

る 

利害関係者を構成メン

バーとする意思決定機

構が存在し、施策の決

定と目標の見直しが十

分になされている 

 

3.3.2.5 種苗放流事業の費用負担への理解 

 資源を共有する関係県、漁業者間における費用負担の調整、負担の公平性や低減について、

水産庁補助事業(広域種資源造成型栽培漁業推進事業、種苗放流による広域種の資源造成効

果・負担の公平化検証事業)等を活用し検討が行われている(水産庁 2014, 2020d)。以上のこと

から 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

コストに関する透明性は低

く、受益者の公平な負担に

関する検討は行われていな

い 

. 受益者の公平な負担について

検討がなされているか、ある

いは、一定の負担がなされて

いる 

. コストに関する透明性

が高く、受益者が公平

に負担している 
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4．地域の持続性 

概要 
漁業生産の状況(4.1) 

 トラフグ伊勢・三河湾系群は、愛知県の小型底びき網漁業(以下、小底)及び愛知県・三重県・

静岡県のふぐはえ縄で大部分が獲られている。漁業収入はやや低位で推移していた(4.1.1.1 2

点)。収益率と漁業関係資産のトレンドについては、全国平均値の個人経営体のデータを用い

た結果、4.1.1.2 は 5 点と高く、4.1.1.3 は 2 点とやや低かった。経営の安定性については、収

入の安定性、漁獲量の安定性ともに 2 点とやや低かった。漁業者団体の財政状況は 5 点と高

かった。操業の安全性は 5 点と高かった。地域雇用への貢献は高いと判断された(4.1.3.2 5

点)。労働条件の公平性については、漁業で特段の問題はなかった(4.1.3.3 3 点)。 

加工・流通の状況(4.2) 

 買受人は各市場とも取扱数量の多寡に応じた人数となっており、セリ取引、入札取引によ

る競争原理は概ね働いている(4.2.1.1 5 点)。取引の公平性は確保されている(4.2.1.2 5 点)。

関税は冷凍は基本が 3.5%であるが、各種の優遇措置を設けている(4.2.1.3 3 点)。卸売市場整

備計画等により衛生管理が徹底されている(4.2.2.1 5 点)。仕向けは多くが高級食材である

(4.2.2.2 5 点)。労働条件の公平性も特段の問題はなかった(4.2.3.3 3 点)。以上より、本地域

の加工流通業の持続性は高いと評価できる。 

地域の状況(4.3) 

 先進技術導入と普及指導活動は行われており(4.3.1.2 5 点)、物流システムは整っていた

(4.3.1.3 5 点)。地域の住みやすさは全体平均で 3 点であった(4.3.2.1)。水産業関係者の所得水

準はやや低い(4.3.2.2 2 点)。漁具漁法及び加工流通技術における地域文化の継続性は高い

(4.3.3.1 及び 4.3.3.2 5 点)。 

 

評価範囲 
① 評価対象漁業の特定 

 鈴木ほか(2021)によると、本系群の 2019 年漁期(4 月～翌年 3 月まで)の漁業種類別漁獲量は

下表のとおりである。ここでふぐはえ縄、小底の県別漁獲量は、本系群全体の漁獲量をそれ

ぞれ県別漁獲尾数、県別 0 歳魚漁獲量で按分した。下表より、評価対象漁業は、ふぐはえ縄

(72.9%)、小底(27.1%)とする。 
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② 評価対象都道府県の特定 

下表より評価対象県は、ふぐはえ縄は三重県(42.5%)、愛知県(41.8%)、小底は愛知県(91.0%)

となる。静岡県のふぐはえ縄漁獲量は愛知県、三重県と比べると少ないが経済的には静岡県

も重要な魚種となっていることから、ふぐはえ縄には静岡県も加えた。 

  
合計 ふぐはえ縄 

小底 
まき網 

渥美外海 内湾 小底計 

静岡 7.5 7.5 0.0 - 
  

愛知 52.4 20.0 10.5 5.7 16.2 - 

三重 23.5 20.3 
 

1.6 1.6 0.0 

合計 65.6 47.8 10.5 7.3 17.8 0.0 

率(%) 
 

72.9 16.0 11.1 27.1 0.0 

 

 

③ 評価対象都道府県に関する情報の集約と記述 

 評価対象県における水産業並びに関連産業について、以下の情報や、その他後述する必要

な情報を集約する。 

1) 漁業種類、制限等に関する基礎情報 

2) 過去 11 年分の年別水揚げ量、水揚げ額 

3) 過去 36 ヶ月分の月別水揚げ量と水揚げ額 

4) 過去 3 年分の同漁業種 5 地域以上の年別平均水揚げ価格 5) 漁業関係資産 

5) 資本収益率 

6) 水産業関係者の地域平均と比較した年収 

7) 「住みよさランキング」（東洋経済新報社 2020）による各県沿海市の住みよさ偏差値 

 

  



 
 

59

4.1 漁業生産の状況 

4.1.1 漁業関係資産 

4.1.1.1 漁業収入のトレンド 

 漁業収入の傾向として、4.1.2.1 で算出した本系群の漁獲金額のデータを利用した。関係県

の各漁業による漁獲金額を参照し、過去 10 年のうち上位 3 年間の平均と参照期間の 新年

(2015 年)の漁獲金額の比率を算出したところ、その他のはえ縄(静岡県): 約 0.80(3 点)、小底

(愛知県): 約 0.46(1 点)、その他のはえ縄(愛知県): 約 0.58(2 点)、その他のはえ縄(三重県): 約

0.51(2 点)となった。これらを 2018 年漁獲量で重みづけした加重平均を行い県別の得点を算

出すると、静岡県：3 点、愛知県：1 点、三重県：2 点となった。さらに、これらを 2018 年漁

獲量で重みづけした加重平均を行い全体の得点を算出すると、2 点となった。 

1点 2点 3点 4点 5点 

50%未満 50-70% 70-85% 85-95% 95%を超える 

 

4.1.1.2 収益率のトレンド 

 漁業経営調査報告には、漁業種類別かつ都道府県別のデータはないため、漁業種類別のデ

ータを用いて分析を実施する。漁業経営調査のうち個人経営体統計の主とする漁業種類別統

計を用いて 2014～2018 年の(漁労利益／漁業投下資本合計)の平均値で評価する。小底は 3～5

トン、5～10 トン、10～20 トンの各漁船トン数階層のデータ 160%、84%、100%を使用し 5 点

を配す。その他のはえ縄は 3～5 トン、10～20 トンの各漁船トン数階層のデータ 85%、349%

を使用し、5 点を配する。両者ともに 5 点なので 5 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

0.1未満 0.1-0.13 0.13-0.2 0.2-0.4 0.4以上 

 

4.1.1.3 漁業関係資産のトレンド 

 漁業経営調査報告には、漁業種類別かつ都道府県別のデータはないため、漁業種類別のデ

ータを用いて分析を実施する。漁業経営調査個人経営体統計の小底(3～5 トン、5～10 トン、

10～20 トンの各漁船トン数階層)及びその他のはえ縄(3～5 トン、10～20 トンの各漁船トン数

階層)を用いて過去 10 年のうち も高い漁業投下固定資本額の 3 年間の平均値と直近年で比

較して評価する。小底は 34%で 1 点、61%で 2 点、55%で 2 点となり、平均値 2 点を配す。そ

の他のはえ縄は 29%で 1 点、70%で 3 点となり平均値は 2 点となる。両者ともに 2 点なので

2 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

50%未満 50-70% 70-85% 85-95% 95%を超える 
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4.1.2 経営の安定性 

4.1.2.1 収入の安定性 

 漁業種類ごとのトラフグの漁獲金額が公表されていないことから、資源評価報告書の県別

漁法別トラフグ漁獲量を参照し(鈴木ほか 2021)、関係県のトラフグ総漁獲量に占める評価対

象漁業種類による漁獲量の割合を年別で算出し、これに農林水産省漁業産出額の関係県にお

ける「ふぐ類」の漁獲金額を乗じ、本系群の漁獲金額として用いることで、過去 10 年間(2006

～2015 年)の漁獲金額の安定性を評価した。同漁業における 10 年間の平均漁獲金額とその標

準偏差の比率を求めたところ、その他のはえ縄(静岡県): 約 0.80(3 点)、小底(愛知県): 約 0.46(1

点)、その他のはえ縄(愛知県): 約 0.58(2 点)、その他のはえ縄(三重県): 約 0.51(2 点)となった。

これらを 2018 年漁獲量で重みづけした加重平均を行い県別の得点を算出すると、静岡県：3

点、愛知県：1 点、三重県：2 点となった。さらに、これらを 2018 年漁獲量で重みづけした

加重平均を行い全体の得点を算出し、2 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

1以上 0.40-1 0.22-0.40 0.15-0.22 0.15未満 

 

4.1.2.2 漁獲量の安定性 

 4.1.2.1 と同様、資源評価報告書の県別漁法別トラフグ漁獲量を用いて(鈴木ほか 2021)、本

系群の漁獲量の安定性を評価した。各漁業について 10 年間の平均漁獲量とその標準偏差の比

率を求めたところ、その他のはえ縄(静岡県): 約 0.80(3 点)、小底(愛知県): 約 0.46(1 点)、その

他のはえ縄(愛知県): 約 0.58(2 点)、その他のはえ縄(三重県): 約 0.51(2 点)となった。これらを

2018 年漁獲量で重みづけした加重平均を行い県別の得点を算出すると、静岡県：3 点、愛知

県：1 点、三重県：2 点となった。さらに、これらを 2018 年漁獲量で重みづけした加重平均

を行い全体の得点を算出し、2 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

1以上 0.40-1 0.22-0.40 0.15-0.22 0.15未満 

 

4.1.2.3 漁業者団体の財政状況 

 愛知県の小底漁業者、愛知県・三重県・静岡県のふぐはえ縄漁業者は、沿海漁業協同組合

に所属している。各県の沿海漁協の経常利益(都道府県単位)は黒字であった(農林水産省 

2020a)。このことから 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

経常収支は赤字となっているか､または

情報は得られないため判断ができない 

. 経常収支はほぼ

均衡している 

. 経常利益が黒字

になっている 
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4.1.3 就労状況 

4.1.3.1 操業の安全性 

 2019 年の水産業における労働災害及び船舶事故による死亡者数のうち、評価対象漁業にお

ける事故であることが特定されたか、もしくは、評価対象漁業である可能性を否定できない

死亡者数は、静岡県 0 人、愛知県 0 人、三重県 0 人であった(厚生労働省 2021b, 厚生労働省

静岡労働局 2021, 厚生労働省三重労働局 2021, 運輸安全委員会 2021)。したがって、1,000 人

当たり年間死亡者数は、静岡県 0 人(5 点)、愛知県 0 人(5 点)、三重県 0 人(5 点)となり、総合

評価は 5 点となる。 

1点 2点 3点 4点 5点 

1,000人漁期当たりの死

亡事故1.0人を超える 

0.75-1.0人 0.5-0.75人 0.25-0.5人 1,000人漁期当たりの

死亡事故0.25人未満 

 

4.1.3.2 地域雇用への貢献 

 水産業協同組合は主たる事務所の所在地に住所を構えなければならないことを法的に定義

づけられており(水産業協同組合法第 1 章第 6 条)、その組合員も当該地域に居住する必要が

ある(同法第 2 章第 18 条)。そして漁業生産組合で構成される連合会も当該地区内に住居を構

える必要がある(同法第 4 章第 88 条)。法務省ほか(2017)によれば、技能実習制度を活用した

外国人労働者についても、船上において漁業を行う場合、その人数は実習生を除く乗組員の

人数を超えてはならないと定められている。以上のことから対象漁業の就業者はすべて当該

地区内に居住しているとして 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

事実上いない 5-35% 35-70% 70-95% 95-100% 

 

4.1.3.3 労働条件の公平性 

 労働基準関係法令違反により 2020 年 12 月 15 日現在で公表されている送検事案の件数は、

静岡県において 9 件、愛知県において 18 件、三重県において 12 件であったが、すべて他産

業であった(セルフキャリアデザイン協会 2020)。他産業では賃金の不払いや 低賃金以上の

賃金を払っていなかった事例、違法な時間外労働を行わせた事例等があったものの、評価対

象漁業における労働条件の公平性は比較的高いと考えられる。以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

一部被雇用者のみ待遇が極

端に悪い、あるいは、問題

が報告されている 

. 能力給、歩合制を除き、被雇用者

によって待遇が極端には違わず、

問題も報告されていない 

. 待遇が公

平である 
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4.2 加工・流通の状況 

4.2.1 市場の価格形成 

 ここでは各水揚げ港(産地市場)での価格形成の状況を評価する。 

4.2.1.1 買受人の数 

 愛知県には 21 か所の魚市場がある。このうち年間取扱量が 100 トン未満の市場が 4 市場、

100～500 トン未満の市場が 4 市場あり、全体の約 8 割が年間取扱量 3,000 トン未満の市場と

なっている。買受人数に着目すると、50 人以上登録されている市場は 7 市場、20～50 人未満

の登録が 8 市場、10～20 人未満の登録が 3 市場、買受人が 5～10 人未満の市場が 3 市場存在

している(農林水産省 2020b)。 

 三重県には 45 か所の魚市場がある。このうち年間取扱量が 100 トン未満の市場が 15 市場、

100～500 トン未満の市場が 9 市場あり、全体の約 8 割が年間取扱量 3,000 トン未満の市場と

なっている。買受人数に着目すると、50 人以上登録されている市場は 4 市場、20～50 人未満

の登録が 11 市場、10～20 人未満の登録が 16 市場、5～10 人未満の市場が 7 市場、5 人未満の

市場が 7 市場存在している(農林水産省 2020b)。 

 静岡県には 26 か所の魚市場がある。このうち年間取扱量が 100 トン未満の市場が 3 市場、

100～500 トン未満の市場が 8 市場あり、全体の約 8 割が年間取扱量 3,000 トン未満の市場と

なっている。買受人数に着目すると、50 人以上登録されている市場は 9 市場、20～50 人未満

の登録が 13 市場、10～20 人未満の登録が 3 市場、5 人未満の市場が 1 市場存在している(農

林水産省 2020b)。 

 愛知県では、産地市場に多くの買受人が登録されており、市場の競争の原理が働いて公正

な価格形成が行われていると考えられる。一方で三重県・静岡県には小規模市場があり、水

揚げ量が少なく、自ずと買受人も少ない。このような小規模市場では漁獲物の特性によって

買受人がセリ・入札に参加しない可能性があり、セリ取引、入札取引による競争原理が働か

ない場合も生じる。愛知県 5 点、三重県 4.5 点、静岡県 4.5 点により求められた漁獲量に基づ

く加重平均により、総合評価を 5 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報

はない 

. 少数の買受人が

存在する 

. 多数の買受人が

存在する 

 

4.2.1.2 市場情報の入手可能性 

 2020 年 6 月 21 日に改正された卸売市場法が施行された。この第 4 条第 5 項により、業務

規程により定められている遵守事項として取扱品目その他の売買取引の条件を公表すること

とされ、また、卸売の数量及び価格その他の売買取引の結果等を定期的に公表することとさ
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れた。また、従来規定されていた「県卸売市場整備計画」に係る法の委任規定が削除された

ことから、これまで各県が作成していた卸売市場整備計画を廃止する動きもあるが、これま

で整備計画で定められていた事項は引き続き守られていくと考えられる。各県が作成してい

る卸売市場整備計画では、施設の整備、安全性確保、人の確保等と並んで、取引の公平性・競

争性の確保が記載されている。水揚げ情報、入荷情報、セリ・入札の開始時間、売り場情報に

ついては公の場に掲示されるとともに、買受人の事務所に電話・ファックス等を使って連絡

されるなど、市場情報は買受人に公平に伝達されている。これによりセリ取引、入札取引に

おいて競争の原理が働き、公正な価格形成が行われている(愛知県 2016, 三重県 2016, 静岡

県 2016)。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる

情報はない 

. 信頼できる価格と量の情報が、次の市

場が開く前に明らかになり利用できる 

. 正確な価格と量の情

報を随時利用できる 

 

4.2.1.3 貿易の機会 

 2020 年 6 月 27 日時点でのトラフグの実効輸入関税率は基本 3.5%であるが、経済連携協定

を結んでいる国は無税もしくは 0.3～1.9%の関税率となっている(日本税関 2020)。以上より 3

点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

貿易の機会を与

えられていない 

. 何らかの規制により公正

な競争になっていない 

. 実質、世界的な競争市場に規

制なく参入することが出来る 

 

4.2.2 付加価値の創出 

 ここでは加工流通業により、水揚げされた漁獲物の付加価値が創出される状況を評価する。 

4.2.2.1 衛生管理 

 愛知県では、「愛知県卸売市場整備計画(第 10 次)」(2016 年 8 月)に則り、県内の産地卸売市

場及び小規模市場の衛生状態は、県及び市町村が定める衛生基準に照らして管理されてきた

(愛知県 2016)。また、「愛知県食品衛生監視指導計画」を制定し、衛生管理の徹底を図ってき

た(愛知県 2020)。 

 静岡県では、「第 10 次静岡県卸売市場整備計画」(2016 年 5 月)に則り、県内の産地卸売市

場及び小規模市場の衛生状態は、県及び市町村が定める衛生基準に照らして管理されてきた

(静岡県 2016)。また、「静岡県食品衛生監視指導計画」を制定し、衛生管理の徹底を図ってい

る(静岡県 2020)。 

 三重県では、「三重県卸売市場整備計画(第 10 次)」(2016 年 8 月)に則り、県内の産地卸売市
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場及び小規模市場の衛生状態は、県及び市町村が定める衛生基準に照らして管理されてきた

(三重県 2016)。また、「三重県食品の自主衛生管理認定制度」を制定し、衛生管理の徹底を図

ってきた(三重県 2019)。このほか三重県内では、水産庁の「水産物フードシステム品質管理

体制構築推進事業」により、先進的な品質・衛生管理を行っている産地市場として、鳥羽磯

部漁業協同組合の答志集約地方卸売市場が認定されている(海洋水産システム協会 2021)。 

 各県とも、５年に一度改定される卸売市場整備計画に則り、産地卸売市場及び小規模市場

の衛生状態は、県及び市町村が定める衛生基準に照らして管理されてきた。ただし、2020 年

6 月 21 日に改正された卸売市場法が施行され、従来規定されていた「県卸売市場整備計画」

に係る法の委任規定が削除されたことから、これまで各県が作成していた卸売市場整備計画

を廃止する動きもあるが、これまで整備計画で定められていた事項は引き続き守られていく

と考えられる。また、各県とも、食品の安全性を確保するための自主的管理認定制度を制定

しており、県・市町村の衛生基準に基づく衛生管理が徹底されている。なお、2018 年 6 月 13

日に食品衛生法等の一部が改正され、すべての食品等事業者を対象に HACCP に沿った衛生

管理に取り組むこととなったため、自主的管理認定制度についての取り扱いが変更される場

合もあると思われる。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

衛生管理が不十分で問題

を頻繁に起こしている 

. 日本の衛生管理基

準を満たしている 

. 高度な衛生管理

を行っている 

 

4.2.2.2 利用形態 

 養殖トラフグの増加によって、高級水産物市場のなかでは天然トラフグの地位はやや低下

しているが(宮田ほか 2013)、高級水産物に変わりはなく、また主に活魚で流通し、その後加

工(みがき)・冷凍されるトラフグもあるが、高級食材として利用されている。これらのことか

ら、大半が活魚、高級加工品(高級消費用)と判断されるため、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

魚粉/動物用餌/

餌料 

. 中級消費用(冷

凍、大衆加工品) 

. 高級消費用(活魚、

鮮魚、高級加工品) 

 

4.2.3 就労状況 

4.2.3.1 労働の安全性 

 2019 年の水産食品製造業における労働災害による死傷者数は、静岡県 133 人、愛知県 20

人、三重県 22 人であった(厚生労働省 2021a)。水産関連の食料品製造業従事者数は、利用可

能な 新のデータ(2019 年)では、静岡県 9,556 人、愛知県 3,639 人、三重県 3,579 人であった

(経済産業省 2020)。したがって、1,000 人当たり年間死傷者数は、静岡県 13.92 人、愛知県 5.50
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人、三重県 6.15 人となる。評価対象の点数は、静岡県 1 点、愛知県 3 点、三重県 2 点となる。

以上より、漁獲量で重みづけした点数は 2.52 点なので、3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

1,000人年当たり

の死傷者7人を超

える 

7人未満6人以上 6人未満4人以上 4人未満3人以上 1,000人年当たり

の死傷者3人未満 

 

4.2.3.2 地域雇用への貢献 

 2018 年漁業センサスによれば、各県沿海市町村における水産加工会社数を全都道府県の加

工会社数の平均 155 と比較すると、愛知県 198 で 4 点、静岡県 557 で 5 点、三重県 212 で 4

点となり(農林水産省 2020c)、各県漁獲量による加重平均で 4 点となる。 

1点 2点 3点 4点 5点 

0.3未満 0.3以上0.5未満 0.5以上1未満 1以上2未満 2以上 

 

4.2.3.3 労働条件の公平性 

 労働基準関係法令違反により 2020 年 12 月 15 日現在で公表されている送検事案の件数は、

静岡県において 9 件、愛知県において 18 件、三重県において 12 件であったが、すべて他産

業であった(セルフキャリアデザイン協会 2020)。他産業では賃金の不払いや 低賃金以上の

賃金を払っていなかった事例、違法な時間外労働を行わせた事例等があったものの、トラフ

グに関わる加工・流通業における労働条件の公平性は比較的高いと考えられる。以上より 3

点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

一部被雇用者のみ待遇が

極端に悪い、あるいは、

問題が報告されている 

. 能力給、歩合制を除き、被雇用

者によって待遇が極端には違わ

ず、問題も報告されていない 

. 待遇が公

平である 

 

4.3 地域の状況 

4.3.1 水産インフラストラクチャ 

4.3.1.1 製氷施設、冷凍・冷蔵施設の整備状況 

 愛知県内の冷凍・冷蔵倉庫数は 198 工場あり、冷蔵能力は 545,155 トン(冷蔵能力を有する

1 工場当たり 2,900 トン)、１日当たり凍結能力 2,664 トン、冷凍能力を有する１工場当たり１

日当たり凍結能力 22.6 トンである(農林水産省 2020c)。 

 三重県内の冷凍・冷蔵倉庫数は 174 工場あり、冷蔵能力は 108,174 トン(冷蔵能力を有する

1 工場当たり 162 トン)、１日当たり凍結能力 3,860 トン、冷凍能力を有する１工場当たり１
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日当たり凍結能力 29 トンである(農林水産省 2020c)。 

 静岡県内の冷凍・冷蔵倉庫数は 347 工場あり、冷蔵能力は 608,185 トン(冷蔵能力を有する

1 工場当たり 1,810 トン)、１日当たり凍結能力 19,620 トン、冷凍能力を有する１工場当たり

１日当たり凍結能力 90.4 トンである(農林水産省 2020c)。 

 好不漁によって地域間の需給アンバランスが発生することもあるが、商行為を通じて地域

間の調整は取れている。地域内における冷凍・冷蔵能力は水揚げ量に対する必要量を満たし

ていると考えられることから、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

氷の量は

非常に制

限される 

氷は利用できるが、

供給量は限られ、し

ばしば再利用される

か、溶けかけた状態

で使用される 

氷は限られた

形と量で利用

でき、 も高

価な漁獲物の

みに供給する 

氷は、いろいろな形

で利用でき、氷が必

要なすべての魚に対

して新鮮な氷で覆う

量を供給する能力が

ある 

漁港において

氷がいろいろ

な形で利用で

き、冷凍設備

も整備されて

いる 

 

4.3.1.2 先進技術導入と普及指導活動 

 当該海域では、2011 年に太平洋中海域トラフグ研究会が設立され、関係県の漁業関係者(漁

業者、漁協、試験研究機関等)がトラフグの基礎研究、栽培漁業技術研究、資源管理研究、経

営経済研究等を包含した総合的な研究を推進するための情報交換、そして、連携体制の強化

を図ってきている(水産研究・教育機構 2021)。2020 年 2 月には、静岡県、愛知県、三重県の

漁業関係者によって「浜の道具箱」を用いたふぐはえ縄漁業の自己評価が実施されるなど、

普及指導活動がおこなわれている(竹村ほか 2021)。小底では愛知県は小型魚が漁獲され投棄

される問題を回避するため、再放流時の生残率を高める目的で船上におけるシャワー設備設

置を提案し、301 隻の小底漁船が 2003 年度にシャワー散布装置を導入するなど(冨山・岩崎 

2005)、対象資源の管理を支援するための先進技術の導入、普及が図られている。以上より、

静岡県、愛知県、三重県におけるその他のはえ縄漁業、愛知県における小底ともに 5 点を配

点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

普及指導活動が

行われていない 

. 普及指導活動が部分的

にしか行われていない 

. 普及指導活動が行われ、

新の技術が採用されている 

 

4.3.1.3 物流システム 

 Google Map により主に水揚げしている漁港から地方、中央卸売市場、貿易港、空港等の地

点までかかる時間を検索すると、幹線道路を使えば複数の主要漁港から中央卸売市場への所

要時間は 2 時間半前後であり、ほとんどの漁港から地方卸売市場までは 1 時間前後で到着で
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きる。また空港、貿易港までも 2 時間以内に到着可能であり、経営戦略として自ら貿易の選

択肢を選ぶことも可能である。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

主要物流ハ

ブへのアク

セスがない 

. 貿易港、空港のいずれかが近

くにある、もしくはそこへ至

る高速道路が近くにある 

. 貿易港、空港のいずれもが近

くにある、もしくはそこへ至

る高速道路が近くにある 

 

4.3.2 生活環境 

4.3.2.1 地域の住みやすさ 

 地域の住みやすさの指標となる、「住みよさランキング」(東洋経済新報社 2020)による住

みよさ偏差値の各県沿海市の平均値を用いて評価した。住みよさ偏差値の値は、愛知県

51.390(4 点)、三重県 48.987(2 点)、静岡県 50.292(3 点)であり、漁獲量による加重平均は 3 点

となる。以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

「住みよさラン

キング」総合評

価偏差値が47以

下 

「住みよさラン

キング」総合評

価偏差値が47－

49 

「住みよさラン

キング」総合評

価偏差値が49－

51 

「住みよさラン

キング」総合評

価偏差値が51－

53 

「住みよさラン

キング」総合評

価偏差値が53以

上 

 

4.3.2.2 水産業関係者の所得水準 

 本系群を漁獲する漁業の所得水準は、2019 年漁業経営調査の個人経営体調査の全国平均値

から、漁労所得をもとに 1 ヶ月当たりの給与に換算すると、小底 3～5 トン 293,167 円、5～10

トン 173,833 円、10～20 トン 530,750 円、その他のはえ縄 3～5 トン 160,000 円、10～20 トン

439,667 円となる(農林水産省 2021)。これに対して、企業規模 10～99 人の男性平均値月給、

愛知県 393,233 円、三重県 374,617 円、静岡県 377,842 円と比較すると(厚生労働省 2019)、愛

知県の小底 3～5 トン 2 点、5～10 トン 1 点、10～20 トン 4 点となり平均により 2.3 点、愛知

県・三重県・静岡県のその他のはえ縄 3～5 トン 1 点、10～20 トン 4 点となり平均は 2.5 点と

なる。各県・漁業種類別漁獲量により加重平均すると、2 点となる。 

1点 2点 3点 4点 5点 

所得が地域平均

の半分未満 

所得が地域平

均の50-90% 

所得が地域平均

の上下10%以内 

所得が地域平均

を10-50%超える 

所得が地域平均

を50%以上超える 
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4.3.3 地域文化の継承 

4.3.3.1 漁具漁法における地域文化の継続性 

 底びき網の原型である｢打瀬網」は、宝永年間(1704～1711 年)に泉州岸和田地方で創業され、

近世後期以降、打瀬網が各地に伝えられた(二野瓶 1999)。江戸文久年間(1861～1864 年)亀崎

に打瀬網が導入される(玉越 2000)。愛知県幡豆郡宮崎町の打瀬網漁は寛政(1789～1801 年)の

ころ上総方面から伝わったとされ、知多郡美浜村では、明治 3～4 年(1870～1871 年)ごろ、同

郡亀崎村にならってこの漁を開始したという(日本学士院 1959)。明治 25～26 年(1892～1893

年)にかけて行われた愛知県の打瀬網漁に関する調査によれば、同県において打瀬網を も早

く使用したのは知多郡亀崎地方であり、同所ではそれを 100 年以前から使用していたという。

明治 24 年(1891 年)12 月の愛知県庁の調べによれば、打瀬網漁船は 1,875 隻、漁業者は専業者

3,590 人、兼業者を加えると 5,772 人であった(二野瓶 1999)。伊勢湾におけるまめ板網は 1964

年 11 月の農林省告示で制度化された(井野川 2016)。 

 三重県のふぐはえ縄は、1988 年まで伊勢湾口に面した志摩市安乗の漁船が操業するに過ぎ

なかった。しかし、1989 年の大豊漁を契機に、漁場が伊勢湾口から熊野灘にまで拡大し着業

隻数が約 10 倍に増えた。安乗のふぐはえ縄は、昭和の初めごろ、8～10 トン船に 5～6 人が乗

り、10 月には伊勢湾、冬季には大山(渥美外海)から東の海域で操業した｡1960 年当時は鳥羽や

舞阪に水揚げしていた(松浦 2017)。 

 愛知県のふぐはえ縄は、1988 年までは日間賀島のふぐはえ縄漁船が約 20 隻操業している

に過ぎなかったが、1989 年の大豊漁により、新たに篠島、師崎等も出漁するようになり、出

漁隻数が 100 隻を超えた(松浦 2017)。 

 静岡県のふぐはえ縄は、1960 年代前半、浜名漁協の漁業者が日間賀島の底はえ縄を導入し

て始まった(松浦 2017)。1965 年以前には遠州灘を漁場として浜名漁協所属船 3～4 隻が操業

していた。その後操業船は次第に増え、1988 年では同所属船を主体に 50 隻ほどで操業して

いた。1989 年漁期には 382 隻、1990 年は 644 隻、1991 年は 866 隻までに急増した。1990 年

12 月に稲取から浜名に至る 22 漁協を会員とする静岡県ふぐ漁組合連合会が発足した(森 

2003)。 

これらの経緯は、伝統的な漁具漁法を継承しつつ発展してきた地域の漁業を示しており、5

点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁具・漁法

に地域の特

徴はない 

. 地域に特徴的な、あるいは伝統的

な漁具・漁法は既に消滅したが、

復活保存の努力がされている 

. 地域に特徴的な、あるいは

伝統的な漁具・漁法により

漁業がおこなわれている 
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4.3.3.2 加工流通技術における地域文化の継続性 

 ふぐ食文化の起源は約１万年前にもさかのぼるとされるが(石丸 2021)、海外から見れば、

有毒魚を食すること自体が驚異であり、日本独自の食文化ともいえる。ふぐ類の中でも、ト

ラフグは も美味とされ、 も高値で取引される。刺身(ふぐ刺、関西では“てっさ”)、鍋(ふぐ

ちり、関西では“てっちり”)、唐揚げ、焼ふぐ等さまざまに調理、賞味されている。白子(精巣)

は珍重され、焼き物、蒸し物等のほか、鍋にも入れる。皮は刺身に添えるほか、煮こごり等に

する。ひれは干して、弱火で炙り、熱燗を注いで“ひれ酒”にする。卵巣・肝臓は強毒、腸は弱

毒、筋肉・精巣・皮膚は無毒である(井田ほか 2004)。フグの肉質の旨みを も引き出すよう

考えられた巧みな包丁捌きによる薄造りと、そこに透ける陶器の大皿の美しい色模様は芸術

的でもある。 

 記録に残るものとして、16 世紀の末に豊臣秀吉が朝鮮出兵の際に佐賀県の名古屋城に全国

から将兵を動員したところ、フグを食べて中毒死する者が多数出たことから「河豚食用禁止

の令」が出された(鷲尾 2021)。禁令は江戸時代にも引き継がれたが、一方で「あら何ともな

や 昨日はすぎて ふくの汁」(芭蕉)、「フグ食えば 仏も我も なかりけり」のように江戸時

代の俳句や川柳にフグが頻繁に登場することから、フグを食すことが庶民の間ではかなり普

及していたことがうかがわれる(日本水産資源保護協会 2002)。明治維新後はフグの食用につ

いて規制がなく再び中毒死する者が増加したため、1882 年に「違警罪即決例」によりフグの

食用が全国的に禁止された(松浦 1997)。1888(明治 21)年、ときの総理大臣・伊藤博文が下関

市に滞在した際、料亭・春帆楼でフグの刺身を賞味したが、フグ食が禁じられていることを

知ると、その美味なることを惜しみ、フグ食禁止項目の削除を山口県令に働きかけ、解禁に

なったといわれている(酒井 2021)。以来、昭和期の高度経済成長の波に乗り、料亭や高級食

材のイメージとともに、山口県からフグ料理は全国に広まっていった。 

 東海地方(静岡県、愛知県、三重県)で漁獲されるトラフグは、当該地域にフグの食文化が広

く根付いていなかったこともあり、1990 年代までは下関等へ送られる割合が高かった。しか

し 2000 年代に入ると、静岡県の舘山寺温泉(野方 2005)、愛知県南知多町の離島である日間賀

島や篠島(愛知県水産課 2019)、三重県のあのりふぐ(田原ほか 2008)等で、地域特産品として

のブランド化の推進と地産地消への転換が進められた。舘山寺温泉は浜松観光の中心となっ

ており、地産地消の動きが高まる中、2003 年 11 月に地元のホテルや旅館の出資で「遠州灘ふ

ぐ料理用加工協同組合」が設立されたことによって、地元でのフグ料理提供が可能となった

(浜松市立中央図書館 2020)。日間賀島では「てっさ盛り付けコンテスト」が 2020 年で第 16

回目を数え、島内有資格者の技術維持向上や観光 PR に役立っている(日本経済新聞 2016)。

篠島では地元産のトラフグを知って郷土への誇りにつなげようと、篠島小学校児童 6 年生を

対象にした食育活動が続けられている(朝日新聞 2018)。また、三重県安乗地区は、2003 年に

「あのりふぐ協議会」を設立させることにより、天然トラフグの歯切りや活魚輸送等で徹底
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した品質管理を行うとともに、歴史ある伊勢神宮への奉納と安全・大漁祈願の励行、1980 年

に国の重要文化財に指定された人形浄瑠璃「安乗文楽」とのタイアップなど、地域文化を大

切にしながら地産地消型の食事・宿泊プランの企画と提供で成功している好例である(あのり

ふぐ協議会 2020)。 

 このように当該地域では主要な宿泊業、飲食サービス業、観光業、旅客業と一体となり、

観光資源としての利活用が積極的に進められている。以上より、評価対象地域における利用

の歴史は比較的新しいが、新たな伝統を作るべく地域の振興に資する利用がなされ継続され

ているため 5 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

加工・流通技術

で地域に特徴的

な、または伝統

的なものはない 

. 地域に特徴的な、あるいは伝

統的な加工・流通技術は既に

消滅したが、復活保存の努力

がされている 

. 特徴的な、あるいは

伝統的な加工・流通

がおこなわれている

地域が複数ある 
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5．健康と安全・安心 

5.1 栄養機能 

5.1.1 栄養成分 

トラフグ(養殖)の栄養成分は､表のとおりである(文部科学省 2016)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.1.2 機能性成分 

5.1.2.1 タンパク質 

 タンパク質は、筋肉等の組織や酵素等の構成成分として重要な栄養成分のひとつである。
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トラフグは、魚介類のなかでもタンパク質含量の多い魚である(大日本水産会 1999)。 

 

5.1.3 旬と目利きアドバイス 

5.1.3.1 旬 

 トラフグの旬は産卵前の冬である。この季節には、身が美味しくなり、うま味と甘味があ

って絶品といわれる白子が大きくなる(藤原 2010)。 

 

5.1.3.2 目利きアドバイス 

トラフグは一般の消費者は毒を取り除いた身欠きを購入する。身欠きは、やや飴色でふっ

くらしているものがよい(藤原 2010)。 

 

5.2 検査体制 

5.2.1 食材として供する際の留意点 

5.2.1.1 安全なフグの提供 

 フグには猛毒のテトロドトキシンが含まれており、含まれている部位は種によって異なっ

ている。このため厚生労働省では、食べることができるフグの種類や部位を定めている(厚生

労働省 2020a)。トラフグの場合は筋肉、皮、精巣が食べられる部位である。それ以外の部位

の提供は、食品衛生法で禁じられている。また、フグの取扱者や施設に関する要件は、都道

府県の条例等により定められているため、取り扱う場合は、その場所を管轄する保健所に確

認が必要である(厚生労働省 2020b)。 

 

5.2.2 流通における衛生検査および関係法令 

 生食用生鮮魚介類では、食品衛生法第 11 条より、腸炎ビブリオ 確数が 100/g 以下と成分

規格が定められている。 

 

5.2.3 特定の水産物に対して実施されている検査 

地方自治体によっては、市の食品衛生検査所で市場を流通するふぐ加工品を対象に、有毒

な部位が除去されているかについて目視試験と毒性検査を行っている(横浜市 2020)。 
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5.2.4 検査で陽性となった場合の処置・対応 

市場に流通した水産物について、貝毒や腸炎ビブリオ 確数において、基準値を超えると

食品衛生法第 6 条違反(昭和 55 年 7 月 1 日,環乳第 29 号)となる。フグ毒検査で有毒な部位が

除去されていなかった場合は、食品衛生法第 6 条第 2 号に基づき、有毒部位による食中毒の

防止を行う。横浜市の場合は、加工施設を所管する自治体が該当製品の速やかな回収命令を

行うとともに、記者発表等の手段により周知する。また、再発防止を目的として、調理や加

工を行った施設に対する措置命令や販売停止といった行政処分を行う(横浜市 2020)。 

 

5.2.5 家庭で調理する際等の留意点 

5.2.5.1 フグ毒による食中毒防止 

フグは、フグ処理の有資格者や認定者により処理された毒のない部分が流通されている。一

方、自分で釣ったフグを調理するなど、素人調理による食中毒が毎年発生している。釣った

フグ等を素人調理したフグや、知人から譲り受けたフグを食べないようにする。なお、フグ

毒(テトロドトキシン)は、塩もみ、水洗、加熱で分解したり、毒が弱くなったりはしない(厚

生労働省 2020c)。 
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６．評価点積算表
系群・地域 トラフグ伊勢・三河湾 参考値
漁業 はえ縄、小底 3.6
年

大項目 中項目
中項目_
評価点

中項目_
重み

大項目_
重み

大項目_
評価点

評価軸_
総合点

生物学的情報の把握 3.5 1.0
モニタリングの実施体制 4.5 1.0

資源評価の方法と評価の客観性 5.0 1.0
種苗放流効果* 3.3 1.0

対象種の資源水準と
資源動向

対象種の資源水準と資源動向 1.0 1.0 1.0 1.0

現状の漁獲圧が対象種資源の持続的生産に
及ぼす影響

1.0 1.0

現状漁獲圧での資源枯渇リスク 4.0 1.0
資源評価結果の漁業管理への反映 3.2 1.0

大項目 中項目
中項目_
評価点

中項目_
重み

大項目_
重み

大項目_
評価点

評価軸_
総合点

基盤情報の蓄積 4.0 1.0
科学調査の実施 4.0 1.0

漁業活動を通じたモニタリング 3.0 1.0
混獲利用種 3.5 1.0

混獲非利用種 4.0 1.0
希少種 4.0 1.0

食物網を通じた間接作用 4.0 1.0
生態系全体 3.0 1.0

種苗放流が生態系に与える影響* 4.7 1.0
海底環境（着底漁具を用いる漁業） 4.5 1.0

水質環境 4.0 1.0
大気環境 3.3 1.0

大項目 中項目
中項目_
評価点

中項目_
重み

大項目_
重み

大項目_
評価点

評価軸_
総合点

インプット・コントロール又はアウトプット・コント
ロール

3.0 1.0

テクニカル・コントロール 3.0 1.0
種苗放流効果を高める措置* 5.0 1.0

生態系の保全施策 4.0 1.0
管理の執行 5.0 1.0
順応的管理 3.0 1.0
集団行動 5.0 1.0

関係者の関与 4.2 1.0

大項目 中項目
中項目_
評価点

中項目_
重み

大項目_
重み

大項目_
評価点

評価軸_
総合点

漁業関係資産 3.0 1.0
経営の安定性 3.0 1.0

就労状況 4.3 1.0
市場の価格形成 4.3 1.0
付加価値の創出 5.0 1.0

就労状況 3.3 1.0
水産インフラストラクチャ 5.0 1.0

生活環境 2.5 1.0
地域文化の継承 5.0 1.0

資源の状態

対象種の資源生物
研究・モニタリング・

評価手法
1.0 4.1

2.6

対象種に対する漁業
の影響評価

1.0 2.7

生態系・環境への配慮

操業域の環境・生態
系情報、科学調査、

モニタリング
1.0 3.7

3.8

同時漁獲種 1.0 3.8

生態系・環境 1.0 3.9

漁業の管理

管理施策の内容 1.0 3.8

4.1

執行の体制 1.0 4.0

共同管理の取り組み

* 種苗放流を実施している魚種についてのみ適用

地域の状況 1.0 4.2

1.0 4.6

地域の持続性

漁業生産の状況 1.0 3.4

3.9加工・流通の状況 1.0 4.2



資源の状態

大項目 小項目 漁業 スコア
漁業別
重み*

スコア
小項目_重

み
中項目_評

価点

分布と回遊 4 1.0
年齢・成長・寿命 2 1.0

成熟と産卵 3 1.0
種苗放流に必要な基礎情報

* 5 1.0
科学的調査 3 1.0

漁獲量の把握 5 1.0
漁獲実態調査 5 1.0

水揚物の生物調査 4 1.0
種苗放流実績の把握* 5 1.0

天然種苗と人工種苗の識別状況* 5 1.0
資源評価の方法 5 1.0

資源評価の客観性 5 1.0
漁業生産面での効果把握* 5 1.0
資源造成面での効果把握* 4 1.0
天然資源に対する影響* 1 1.0

対象種の資源水
準と資源動向

対象種の資源水準と資源動向 1 1.0 1.0

現状の漁獲圧が対象種資源の持続的生産
に及ぼす影響

1 1.0 1.0

現状漁獲圧での資源枯渇リスク 4 1.0 4.0
漁業管理方策の有無 4 1.0
予防的措置の有無 2 1.0

環境変化が及ぼす影響の考慮 2 1.0
漁業管理方策の策定 4 1.0

漁業管理方策への遊漁、外国漁船、IUU漁
業などの考慮

4 1.0

生態系・環境への配慮

大項目 小項目 漁業 スコア
漁業別
重み*

スコア
小項目_重

み
中項目_評

価点

基盤情報の蓄積 4 1.0 4.0
科学調査の実施 4 1.0 4.0

はえ縄 3 0.73
小底 3 0.27
はえ縄 4 0.73
小底 2 0.27
はえ縄 4 0.73
小底 4 0.27
はえ縄 4 0.73
小底 4 0.27

捕食者 5 1.0
餌生物 4 1.0
競争者 3 1.0

はえ縄 3 0.73
小底 3 0.27

種苗の遺伝的健全性確保のための必要親
魚量確保*

4 1.0

遺伝子撹乱回避措置* 5 1.0
野生種への疾病蔓延回避措置* 5 1.0

はえ縄 5 0.73
小底 3 0.27
はえ縄 4 0.73
小底 4 0.27
はえ縄 3 0.73
小底 4 0.27

4.46 1.0 4.5

水質環境

生態系全体生態系全体

4.7

対象種の資源水準と資源動向

対象種に対する
漁業の影響評価

現状の漁獲圧が対象種資源の持
続的生産に及ぼす影響

現状漁獲圧での資源枯渇リスク

資源評価結果の漁業管理への反
映

混獲非利用種混獲非利用種 4 1.0 4.0

生態系・環境

大気環境 3.27

3 1.0 3.0

食物網を通じた間接作用 4.0

種苗放流が生態系に与える影響*

海底環境（着底漁具を用いる漁
業）

海底環境（着底漁具を用いる漁業）

中項目

生物学的情報の把握 3.5

モニタリングの実施体制 4.5

資源評価の方法と評価の客観性 5.0

種苗放流効果* 3.3

対象種の資源生
物研究・モニタリン

グ

操業域の環境・生
態系情報、科学
調査、モニタリン

グ 3 1.0

3.2

中項目

基盤情報の蓄積
科学調査の実施

混獲利用種混獲利用種

3.0

3.46

漁業活動を通じたモニタリング漁業活動を通じたモニタリング

漁業種類に対する重みは2019年漁期の本系群に対する漁獲量比を用いた（はえ縄47.8ﾄﾝ、小底17.8ﾄﾝ）

同時漁獲種

1.0 3.5

希少種希少種 4 1.0 4.0

大気環境

* 種苗放流を実施している魚種についてのみ適用

1.0

水質環境

3.3

4 1.0 4.0



漁業の管理

大項目 小項目 漁業 スコア
漁業別
重み*

スコア
小項目_重

み
中項目_評

価点

インプット・コントロール又はアウトプット・コ
ントロール

3 1.0 3.0

テクニカル・コントロール 3 1.0 3.0
種苗放流効果を高める措置* 5 1.0 5.0

環境や生態系への漁具による影響を制御
するための規制

4 1.0

生態系の保全修復活動 4 1.0
管轄範囲 5 1.0
監視体制 5 1.0
罰則・制裁 5 1.0
順応的管理 3 1.0 3.0

資源利用者の特定 5 1.0
漁業者組織への所属割合 5 1.0

漁業者組織の管理に対する影響力 5 1.0
漁業者組織の経営や販売に関する活動 5 1.0

自主的管理への漁業関係者の主体的参画 4 1.0
公的管理への漁業関係者の主体的参画 5 1.0

幅広い利害関係者の参画 5 1.0
管理施策の意思決定 4 1.0

種苗放流事業の費用負担への理解* 3 1.0

地域の持続性

指標 小項目 漁業 スコア
漁業別
重み*

スコア
小項目_重

み
中項目_評

価点

漁業収入のトレンド 2 1.0
収益率のトレンド 5 1.0

漁業関係資産のトレンド 2 1.0
収入の安定性 2 1.0

漁獲量の安定性 2 1.0
漁業者団体の財政状況 5 1.0

操業の安全性 5 1.0
地域雇用への貢献 5 1.0
労働条件の公平性 3 1.0

買受人の数 5 1.0
市場情報の入手可能性 5 1.0

貿易の機会 3 1.0
衛生管理 5 1.0
利用形態 5 1.0

労働の安全性 3 1.0
地域雇用への貢献 4 1.0
労働条件の公平性 3 1.0

製氷施設、冷凍・冷蔵施設の整備状況 5 1.0
先進技術導入と普及指導活動 5 1.0

物流システム 5 1.0
地域の住みやすさ 3 1.0

水産業関係者の所得水準 2 1.0
漁具漁法における地域文化の継続性 5 1.0

加工流通技術における地域文化の継続性 5 1.0

漁業生産の状況

 集団行動

順応的管理

漁業関係資産

3.0経営の安定性

共同管理の取り組
み

5.0

関係者の関与 4.2

中項目

4.3就労状況

3.0

執行の体制

インプット・コントロール又はアウト
プット・コントロール

種苗放流効果を高める措置*

中項目

管理施策の内容

生態系の保全施策

テクニカル・コントロール

4.0

5.0管理の執行

加工・流通の状況

市場の価格形成 4.3

付加価値の創出 5.0

就労状況 3.3

地域の状況

水産インフラストラクチャ 5.0

地域文化の継承 5.0

生活環境 2.5


